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1. 本調査の背景・目的 

経済産業省では、スポーツ庁とともに第二期スポーツ未来開拓会議においてスポーツ産業の成長に向

けた具体策を検討し、2023 年 7 月に中間報告をとりまとめた。今後、トップスポーツのリーグ・クラ

ブがその収益を拡大し、成長していくためには、コアファン層の開拓、スポーツコンテンツの魅力向上

や積極的な海外展開推進による海外需要の取り込み等の様々な取組を進めていく必要がある。 

 

我が国におけるスポーツ産業の市場規模拡大という観点では、競技の興行形式やルール等の枠組み、

海外展開方針等を決定しているリーグの方針・施策が重要である。そこで、本事業では、欧米先進スポ

ーツリーグの発展の経緯や実施施策に着目して調査を行った。 

特に、日本のトップスポーツリーグが市場を拡大するためには、海外リーグとの差が特に顕著な放映

権収益や商業収益を獲得する必要がある。そのためには市場に限りのある国内市場のみではなく、海外

放映権収益や海外スポンサーからの資金獲得等、海外市場に目を向けることが重要である。本事業で

は、近年、海外展開を積極的に推進している LALIGA（スペイン・サッカー）、National Basketball 

League（アメリカ・バスケットボール、以下 NBA）の海外展開に関して調査を実施した。 

また、近年、市場の拡大に成功している Major League Soccer（アメリカ・サッカー、以下 MLS）、観

客動員数が急増している Women’s Super League（イングランド・女子サッカー、以下 WSL）も取り上

げ1、その発展の経緯や注力した施策等について取りまとめた。（→4. スポーツ産業の成長に関する調査

（欧米スポーツリーグに関する調査））。 

 

一方、チーム経営に関しては、組織体制やガバナンスを構築し事業投資先を決定する CEO 等のマネ

ジメント層の方針が特に重要と考えられる。近年、チームオーナーやマネジメント層の変更に伴ってチ

ーム経営が変化する事例も多く見られるため、本事業では、国内外のスポーツチームにおいてチームオ

ーナーやマネジメント層が交代した事例に着目し、その取組等に関する調査を行った（→3.（1）事業経

営事例）。 

 

先述した通り、海外と日本のスポーツリーグ・チームの収益差の主な要因としてスポンサー収益が挙

げられるが、近年の海外での伸び率は特に大きい。その背景の一つとして、従来の広告宣伝価値以外に

も企業がスポーツ団体の多様な価値を活用し、積極的にアクティベーションを行っていることが考えら

れる。本事業では近年のスポーツスポンサーシップアクティベーションに関するトレンドやその背景、

好事例等を調査した（→3.（2）スポンサーシップアクティベーション）。 

 

また、欧州では近年企業を対象とした非財務情報開示の流れが進んでいるが、スポーツチームでも同

様の傾向が見られる。欧州のスポーツチームにおけるサステナビリティ関連情報の開示が、スポンサー

企業等からの資金獲得につながっているのではないかという仮説のもと、その開示の実態や背景につい

ても調査を行った（→3.（3）サステナビリティに関する情報開示）。 

 
1MLS はリーグとチームが一体的な経営を行っているシングルエンティティの事例、WSL は女性スポーツリーグの事例であることも選定の一因である。 
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関する調査

（欧米スポ

ーツリーグ

に関する調

査） 

 各国オフィスの設立や駐在員の派遣によって海外展開先での体制を整備

し、現地メディアとの関係構築やマーケット把握、ファン向けのイベン

ト、スポンサーシップアクティベーション等を推進している。 

 デジタル施策にも注力しており、SNS 施策やストリーミングプラットフ

ォームの開発・ローンチ等を通じ、海外ファンのエンゲージメント向上

を図っている。 

 また、北米や MENA といった注力地域で合弁企業を設立したり、

LALIGA Boost という PE ファンドからの資金注入によってクラブの国際

展開等のビジネスを支援するリーグ主導の取り組みも行っている。 

（2）NBA  1992 年に香港に海外オフィスを設置する等、早期から積極的に海外展開

を実施。海外での物販・ライセンス収益やグローバル企業からのスポン

サー収益等によって収益化に成功しているが、その要因として、認知度

向上、ブランディングのための施策を、リーグ主導で中長期的に行って

きたことが挙げられる。 

 海外展開に向けた施策の例として、①競技普及（子供向けスクール事業 

等）、②露出拡大（TV 等のメディア・現地興行 等）、③海外選手の活躍機

会創出（NBA アカデミーでの外国籍選手育成 等）、④デジタル施策

（NBA デジタル設立、NBA リーグパス、SNS 施策 等）等が挙げられ

る。特にデジタル施策についてはテック企業との提携も推進している。 

 直近では、市場の将来性や現地選手のポテンシャルに注目しアフリカへ

の進出を積極化。2021 年には、アフリカ全土のバスケットボールリーグ

である Basketball League Africa を設立。 

（3）MLS  1999 年に新コミッショナーであるドン・ガーバーの就任以降、リーグの

経営基盤を強化してからリーグを拡大する方針を採用。 

 リーグ発展に向け実施した施策としては、①Soccer United Marketing 

（SUM）の設立によるマーケティング強化、②サッカー専用のスタジア

ムの設立、③特別指定選手制度の採用（競技力向上・人気獲得）、④チケ

ットセールス販売員の養成（MLS National Sales Center の設立）、⑤MLS

デジタルの設立（デジタル施策の強化） 等が挙げられる。 

 上記の施策等によって人気が高まり観客動員数も増加（2015 年以降、平

均観客動員数は 2 万人超）。近年では、大型の放映権契約やスポンサー契

約の締結にも成功し、当初 10 チームで開始したリーグが 2024 年 2 月時

点では 29 チームに拡大している。 

（4）WSL  2011 年にセミプロリーグとして開幕し、2018-19 年シーズンよりプロ

化。2018-19 シーズンに約 1,000 人ほどだった平均観客動員数は、2022-

23 シーズンには約 5,600 人に増加している。 

 リーグを運営するフットボールアソシエーションとして、露出拡大やブ

ランディングの施策（例：大きな国際大会を利用したプロモーション、

集客増ためのマッチメイク・チケット価格設定、SNS やストリーミング

プラットフォームの活用 等）を積極的に実施しているが、それらの施策
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に BBC・スカイスポーツでの放映や自国開催の UEFA 女子選手権大会の

優勝（2022 年）等が重なったことで、2022-23 年シーズンの大幅な集客

増に至ったと想定される。 

 また、近年、Barclays（英・金融）と大型のパートナーシップを締結して

いるが、その背景にはジェンダー平等に関する社会的な機運が醸成され

ていることや、企業が女子サッカーを費用対効果の高い投資対象と見な

し始めていること等が想定される。 
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3. プロスポーツクラブの事業部経営の強化に関する調査 

(1) 事業経営事例 

(i) 調査の背景・目的 

近年、欧米のスポーツクラブに対する投資が進んでおり、オーナーが変更する事例が存在する。ア

メリカ主要スポーツリーグのクラブ経営権を取得する動きは以前から活発であったが、欧州スポーツ

リーグにおいても 2000 年代後半以降、同様の傾向が見られる。例えば、下表はイングランドプレミ

アリーグ各クラブにおけるクラブオーナーや経営権取得年度等を一覧化したものだが、直近では、

2022 年にクリアレイク・キャピタル・グループ2等のコンソーシアムがチェルシーFC の経営権を取

得し、2023 年に NFL サンフランシスコ・49ers のオーナーグループがリーズ・ユナイテッド FC の

全株式を取得している。背景としては、欧米スポーツリーグに市場成長余力が認められていることか

らクラブの買い手が多く存在するため、売買差益としてキャピタルゲインが得られる可能性が大きい

ことなどが想定される。 

 

表 3. プレミアリーグ各クラブのオーナー及び経営権取得年度 3 

 

 
2 プライベートエクイティファンド 

3 『Keeping possession：Ownership trends in English Premier League football』（NORTON ROSE FUL BRIGHT）より抜粋 
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一方、日本においても、例えば、楽天グループ株式会社はヴィッセル神戸、株式会社 MIXI は FC

東京、株式会社メルカリは鹿島アントラーズの経営権を獲得している。 

 

スポーツクラブの運営は経営戦略が肝であり、それを決定する経営陣やマネジメント層の存在が重

要と考えられる。オーナーが変更した際には、それに伴って経営層も入れ替わり、クラブの方針や経

営戦略が明確に打ち出されることが多いため、実施施策にクラブ毎の特色が出ることが想定される。 

そのため、本事業ではクラブ経営の事例調査として、主に国内外のスポーツクラブのオーナー及び

経営層の変更がクラブ経営に影響を及ぼしている事例を取り上げ、その変更の概要や具体的な実施施

策4、経営及び競技面における効果等を調査した。 

  

 
4 あくまで本調査の机上調査から把握できた施策であるため、クラブの施策の全てを網羅している訳ではないことに留意 
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- 2011 年、当時の英国サッカー史上最高額となる１億 9700 万ポンドの移籍赤字を記録した

が、2020 年の移籍金支出は 830 万ポンド（当年度のプレミアリーグで 4 番目に低い数字） 

D) スタジアムへの投資 

- 2011 年にエティハド航空と長期のスタジアム命名権契約を締結し、エティハド・スタジア

ムと改名（スタジアムはマンチェスター市議会が保有しクラブが運営。長期リースでクラブ

側にスタジアム収益が入る契約となっている13） 

- 入場者数増、チケット需要増に伴い、チケット収益の拡大等を目的としてスタジアムを拡

張。2014 年には収容人数を 48,000 人から 53,000 人に増やし、2023 年 4 月には収容人数を

60,000 人にする 3 億ポンドの改修計画をマンチェスター市議会に提出（2026 年完成予定） 

- フードコート、新しいクラブショップ、ミュージアム、ホテル、スカイバー、ルーフウォー

ク等の商業施設の建設等も計画されており、商業収益の拡大も目的とされる 

E) シティ・フットボール・アカデミーの開設 

- 2014 年、1 億 5000 万ポンドを投じて、若手プレーヤー養成施設である「シティ・フットボ

ール・アカデミー」を開設 

- 世界に広がる CFG のネットワークやスカウト網を利用して若手選手を発掘し、最先端のア

カデミーで育成することで、トップチームやセカンドチームの強化、売却による移籍収益の

獲得に貢献 14 

財務状況や戦績等 

（戦績） 

• 2011-12 シーズンには創立以来初めてとなるプレミアリーグ優勝。当該シーズンを含め、2022-

23 シーズンまでに計 7 回のリーグ優勝を達成 

• 2022-23 シーズンには、FA カップ優勝、プレミアリーグ優勝、UEFA チャンピオンズリーグ優

勝の三冠を達成（UEFA チャンピオンズリーグは初優勝） 

（経営面） 

• 新オーナーが就任した 2008 年以降、選手補強等に多額の投資を行ったため 2014 年までは赤字。

ソリアーノが 2012 年に CEO に就任し、シティ・フットボール・グループの設立等による商業

面・競技面の強化に成功すると、2014/15 シーズン以降は黒字化に成功（COVID-19 の影響によ

る 2019/20 シーズンを除く）。 

• 黒字化には商業収益や放映権収益の増加が特に寄与しているが、オーナー変更前の 2007 年15と

2023 年を比較した場合、商業収益の伸びが一番大きく約 18 倍となっている（2007 年: 19 ミリオ

ンポンド → 2023 年: 341 ミリオンポンド）。 

• 主な要因として、シティ・フットボール・グループの海外展開によりグローバルのスポンサー収

益が増加したこと、また、CFG や競技力・ブランド力向上の影響でグローバルなファン層が増加

 
13 「Manchester City to pay council £2m a year for stadium naming rights（The Guardian）」（https://www.theguardian.com/football/2011/oct/04/manchester-city-council-stadium-

naming-rights  閲覧日 2024/03/14） 

14 売却されたアカデミー出身の選手の一例として、ケレチ・イヘアナチョ（→レスター）は 2540 万ポンド、ブラヒミ・ディアス（→レアル・マドリー）は 1980 万ポンド、GK アン

ガス・ガン（→サウサンプトン）は 1350 万ポンド、エネス・ウナル（→ビジャレアル／1270 万ポンド）、ジェイドン・サンチョ（→ドルトムント／910 万ポンド）、パブロ・マフ

ェオ（→シュツットガルト／880 万ポンド）、ロニー・ロペス（→モナコ／880 万ポンド）、アーロン・ムーイ（→ハダーズフィールド／800 万ポンド）、カリム・レキク（→マル

セイユ／560 万ポンド） 

「トップ定着前 16 選手売却で 200 億 シティのアカデミー“投資”戦略（Footbalista）」（https://www.footballista.jp/special/75785#nowlogin 閲覧日 2024/03/14） 

15 “Manchester City Football Club Limited Directors’ report and financial statements For the year ended 31 May 2007” より Gate receipts: ￡13,758,000, Television: ￡24,179,000, 

Other commercial activities:￡18,883,000 
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し物販やライセンス収益が増加したこと等が推測される。また、シティ・フットボール・アカデ

ミーの設立（及び CFG 傘下クラブとの連携）の影響で、若手選手獲得・育成による競技力向

上、売却による移籍金収益が拡大したことも主な要因と思われる。 

• 2021、2022 年には世界のサッカークラブの中で売上高トップ、2023 年にはレアル・マドリード

に次ぎ 2 位となっている16 

 

 

 

図 1. マンチェスター・シティ FC の税引前利益（単位：ミリオンポンド）17 

 
16 「Deloitte Football Money League」（ https://www2.deloitte.com/uk/en/pages/sports-business-group/articles/deloitte-football-money-league.html 閲覧日 2024/03/14） 

17 「Manchester City Finances 2022/23（The Swiss Ramble）」 （https://swissramble.substack.com/p/manchester-city-finances-202223 閲覧日 2024/03/14）を基に作成 
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- 2022-23 シーズンには、YouTube の登録者数が 800 万人に達し、インスタグラムとフェイ

スブックのフォロワー数が 4000 万人を突破。男女チームのソーシャルメディアチャンネル

全体で 1 億 7300 万人以上のフォロワーを抱える 

D) データ・テクノロジー活用による競技力強化（スカウティング・選手獲得等） 

- 2011 年、選手・競技関連の分析部門の責任者として、トッテナムに在籍していたアナリス

トのマイケル・エドワーズが就任（2016 年 11 月以降は新設されたスポーティング・ディレ

クターを務める） 

- データアナリティクスに知見のある人材23を積極的に登用。自チーム及び相手チームのパフ

ォーマンス分析や選手獲得におけるデータ・テクノロジーの活用を推進 

- 他チームから優秀なスカウトを獲得しスカウト部門を強化。データによる客観評価とスカウ

ティングによる主観評価で選手を見定める「移籍委員会」を設立 

- 特に、2015 年のユルゲン・クロップ監督24の就任後は投資対効果の高い選手補強が可能とな

り、低コストでのチーム力強化を実現（2017-18 から 2021-22 シーズンの移籍金収支は、リ

ーグ内で 5 番目に少ない 9240 万ポンドの支出） 

財務状況や戦績等 

（戦績） 

• 2018-19 年シーズンに UEFA チャンピオンズリーグ優勝、2019-20 年シーズンにプレミアリーグ

優勝、2021-22 シーズンに FA カップ優勝を達成 

（経営面） 

• 2010 年のリバプールの年間売上高は 1 億 8450 万ポンドだったが、2022 年には 3 倍以上の 5 億

9400 万ポンドを記録。2014 年以降は黒字を計上する年度が多く安定的な経営を実現 

• オーナー変更前の 2010 年25と 2022 年を比較すると、商業収益は約 4 倍ほど拡大しており、

次いで放映権収益（※UEFA からの分配金も含む）も 3 倍以上に拡大している 

• 商業収益増加の主な要因として、コマーシャル部門の強化による企業からのスポンサー収益

の増加や、アジア展開等によるファン層の拡大、オフィシャルショップ新設等による物販収

益の増加等が推察される。そのうえでは、デジタル・SNS 施策によってクラブのブランディ

ングやファンエンゲージメントを積極的に行った効果も大きいと思われる 

• クラブのマネージングディレクターのアンディ・ヒューズは、近年のクラブの成功要因とし

て、商業収益の増加が選手補強やインフラ面への投資につながったこと等を挙げている26 

 
23 例えば、ケンブリッジ大学で理論物理学の博士号を取得したイアン・グラハムや、ハーバード大学大学院を経て欧州原子核研究機構に勤務していたウィリアム・スピアマンなどの

データサイエンティスト等 

24 ボルシアドルトムント等、ブンデスリーガのチーム監督を歴任 

25 クラブ財務諸表「Directors’ report and financial statements: Year ended 31 July 2010」の数値より、Media:￡79,609,000、 ￡Matchday:42,858,000、Commercial: ￡62,075,000 

26「LFC continues reinvesting revenues to strengthen position on and off pitch（Liverpool FC Website）」（https://www.liverpoolfc.com/news/announcements/388376-liverpool-fc-

financial-results-statement 閲覧日 2024/03/14） 
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ケティングを実施。2017 年に開設した北京に続いて上海にもオフィスを設立し、現地でス

クール事業等を展開 

- 中国ファン向けに Weibo、Wechat 等の SNS を運営。2020 年夏には、AC Millan Digital 

Tour と題し、クラブの現役選手や引退した有名選手たちとリモートで交流できるファンイ

ベントを開催 

E) 競技面の強化（コスト削減策、データ活用等） 

- 選手人件費を抑えるために若手中心の選手獲得方針を採用し、サラリーキャップも設定 

- 他チームから優秀なスカウトを獲得してスカウト部門を強化。データ部門を創設し、スカウ

ト部門と協働する仕組みを構築することで、若手を中心に効果的な選手補強を実現 

F) スタジアムへの投資 

- 2023 年 9 月、サン・ドナート・ミラネーゼへの新スタジアム建設計画を発表。2028-29 シ

ーズンにはミラノ近郊に約 7 万人収容のスタジアムが建設される予定 

財務状況や戦績等 

（戦績） 

• 2021-22 年シーズンにセリエ A 優勝。2014-15 シーズン以降、UEFA チャンピオンズリーグへの

出場を逃していたが、2021-22 シーズンより 3 年連続で出場 

（経営面） 

• 恒常的な赤字経営に陥っていたが、2021 年以降の収益増により 2023 年には黒字を達成 

• 2023 年の売上は約 400 ミリオンユーロであり、2018 年と比較して約 2 倍となっているが、

パートナーシップ締結等による商業収益の拡大や競技力強化の成功による放映権収益の増収

（UEFA チャンピオンズリーグ出場、国内リーグ優勝等）が大きな要因となっている（2018

年から 2023 年にかけて、商業収益は 78 ミリオンユーロから 146 ミリオンユーロで約 2

倍、放映権収益は 101 から 175 ミリオンユーロに増額）34 

• 商業収益の増加に関しては、コマーシャル部門を拡充し、企業とのパートナーシップ拡大、

SNS やメディアによるブランディング、中国を中心とした海外展開によるファン獲得に成功

したこと等が大きな要因と思われる。また、その収益を若手を中心とした選手補強に投資す

ることで競技力向上に成功したことが放映権収益の増収につながっていると想定される 

 

 
34 また、2018 年から 2023 年にかけてはチケット収益も約 2 倍に増加しているが、クラブのアニュアルレポートによると、Covid-19 による観客制限が撤廃されたこと、UEFA チャ

ンピオンズリーグで勝ち進んだことによる試合数の増加、シーズンチケットの売れ行きが好調だったこと等がその要因として挙げられている。 

「Financial Statements and Reports 2022/2023」（https://assets-eu-01.kc-usercontent.com/1293c890-579f-01b7-8480-902cca7de55e/a5167031-1155-4238-9c36-

d36adee95366/Bilanci-Relazioni-2022-23-ENG.pdf 閲覧日 2024/03/14） 
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- 2019 年、ロンドンのラグビーユニオンクラブ、サラセンズとの 5 年間のパートナーシップ

契約を締結。2020 年からはラグビーユニオンのトップリーグの試合も開催45 

- 2023 年、F1 とのパートナーシップを締結し商業面での連携を強化46 

E) デジタル施策の展開47 

- 若年層へのマーケティングのために SNS 施策に注力（TikTok フォロワー数は 2022 年時点

で欧州全サッカークラブ中 2 位） 

- 2022 年には「Spursplay」と呼ばれるストリーミングプラットフォームを立ち上げ、試合映

像に加えて過去の記録映像やインタビュー等の様々なコンテンツを配信 

財務状況や戦績等 

（戦績） 

• 2010 年以降はリーグ戦で安定的に上位に位置するようになり、欧州リーグへの出場権も獲得。

2018-19 年シーズンには UEFA チャンピオンズリーグで準優勝を果たす 

（経営面） 

• Covid-19 や 2019 年に完成した新スタジアム建設費の影響で 3 年連続の赤字となっているもの

の、2013 年から 19 年にかけては黒字経営を実現。7 シーズンで計 4 億 1200 万ポンドの利益を

生み出しており、2018、2019 年だけでも 2 億 2600 万ポンドもの利益を計上 

• 特に、商業収益に関しては 2013 年から 2022 年にかけての 10 年間で約 4 倍の収益増を達成して

いるが、パートナーシップの締結や新スタジアムの活用による新しい収益源の確保の影響が大き

いものと想定 

 

 
45 「トッテナム、ラグビーのサラセンズと 5 年間のパートナーシップ締結。新スタジアムでラグビー、アメフト併催（HALF TIME）」（https://halftime-media.com/news/soccer-

tottenhamhotspur-partenership/ 閲覧日 2024/03/14） 

46 「White Kart Lane: Tottenham sign 15-year deal with F1 for in-stadium track（The Guardian）」https://www.theguardian.com/football/2023/feb/28/white-kart-lane-tottenham-

hotspur-15-year-go-karting-deal-f1#:~:text=Tottenham%20Hotspur%20Stadium%20will%20house,it%20opens%20later%20this%20year.  閲覧日 2024/03/14） 

47 「デジタル化でファンをつなぎとめるトッテナム・ホットスパーFC（Campaign Japan）」

（https://www.campaignjapan.com/article/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E5%8C%96%E3%81%A7%E3%83%95%E3%82%A1%E3%83%B3%E3%82%9

2%E3%81%A4%E3%81%AA%E3%81%8E%E3%81%A8%E3%82%81%E3%82%8B%E3%83%88%E3%83%83%E3%83%86%E3%83%8A%E3%83%A0%E3%83%BB%E3%83%9

B%E3%83%83%E3%83%88%E3%82%B9%E3%83%91%E3%83%BCfc/480659 閲覧日 2024/03/14） 
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- 他チームから優秀なスカウトを複数人獲得し、より効果的な選手補強のための体制を整備 

E) マルチクラブオーナーシップによる国外展開 

- 共同オーナーの二人は合同会社「V Sports」を立ち上げ、2023 年 4 月には、エジプトの

ZED FC、ポルトガルのビトーリア SC の経営権を獲得 

- 2023 年 10 月には、ヴィッセル神戸と戦略的パートナーシップ締結。ヴィッセル神戸のプレ

スリリース55によると、提携事項として「若手選手の海外移籍支援や選手育成を含めたパス

ウェイの構築を筆頭に、指導者養成やクラブ間の人材交流、ユース年代における交流プログ

ラム、チーム編成、スカウト、分析に関わる様々なデータや知見の共有」とされており、多

岐にわたる領域での連携を目指している 

財務状況や戦績等 

（戦績） 

• 2018-19 年シーズンにチャンピオンシップで優勝しプレミアリーグに昇格 

• 2022-23 年シーズンには 7 位でシーズンを終え、UEFA ヨーロッパカンファレンスリーグ出場権

を獲得 

（経営面） 

• プレミアリーグに復帰した 2019-20 年シーズン以降、特に放映権収益により売上を拡大してお

り、2022 年度には赤字から脱却している 

• 上記の要因として、選手補強への投資額増（及びテクノロジー・データ活用による効果的な選手

補強）、アカデミー強化による若手選手の台頭、練習場等のインフラ面への投資等によって、競

技力向上に成功したことが挙げられる。また、アカデミー出身選手の売却益も大きな収益源とな

っていることが推測される56 

 

 

図 9. アストン・ヴィラ FC の税引前利益の推移（単位：ミリオンポンド）57 

 
55 「ヴィッセル神戸×アストン・ヴィラ FC 戦略的パートナーシップに関する合意のお知らせ」（https://www.vissel-kobe.co.jp/news/article/22155.html 閲覧日 2024/03/14） 

56 例えば、アカデミー出身選手であるジャック・グリーリッシュのマンチェスター・シティへの売却益は 1 億ポンドと推定（6 年契約） 

「Jack Grealish: Manchester City sign Aston Villa captain for £100m（Sky Sports）」（https://www.skysports.com/football/news/11679/12372309/jack-grealish-manchester-city-sign-

aston-villa-captain-for-100m 閲覧日 2024/03/14） 

57 「Aston Villa Finances 2021/22（The Swiss Ramble）」（https://swissramble.substack.com/p/aston-villa-finances-202122 閲覧日 2024/03/14）を基に作成 
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- V・ファーレンとヴェルカでは定期的に「いいとこ取り相談会」を実施。スポンサー営業や

グッズ戦略、現場設営など幅広い分野で情報共有を行い、業務効率を改善 

D) マーチャンダイジングの強化 

- 2023 年 11 月、ファナティクス・ジャパンと長期戦略的マーチャンダイジングパートナーシ

ップ契約を締結 

- 同社は V・ファーレン長崎と長崎ヴェルカブランド製品の企画及び製造を担う。また、既存

のスタジアム・アリーナ内外および 2024 年秋開業予定の長崎スタジアムシティ内のオフィ

シャルグッズショップの商品企画、販売・運営なども実施 

E) 長崎スタジアムシティの建設 

- 長崎市に 2 万人収容のサッカースタジアムを中心にした「長崎スタジアムシティ」を建設中

（民設民営で約 900 億円を投資。2024 年秋に開業予定） 

- サッカースタジアム以外にも、6,000 人収容のアリーナ、243 室のホテル、約 90 店舗が入る

商業施設、11 階建てのオフィス、駐車場（約 1100 台）などを備え、収益化に向けた様々な

取り組みを計画（オフィス棟には 20 社以上が入居し、シェアオフィスも提供予定） 

E) ICT 化の推進 

- 2020 年 9 月よりホーム試合において完全キャッシュレス化を実施 

- 2022 年 12 月、ソフトバンクとの ICT 領域で連携を発表。スタジアムシティの業務効率

化、収益拡大のため、ICT の活用を推進 

- ソフトバンクが、スタジアムシティ内の 5G（第 5 世代移動通信システム）ネットワーク、

WAN、LAN および Wi-Fi 環境を整備し、スタジアムシティ内の通信ネットワークを構築 

- 専用スマートフォンアプリを活用した参加型の応援やグルメ・フードのオーダー＆ピックア

ップ、駐車場やコインロッカーの空き状況の案内などの仕組みを構築予定。また、QR コー

ドによるスタジアムへの入場や、年間パスポートユーザーはユニフォームに埋め込んだチッ

プによる入場も可能となる予定 

- 将来的には、スタジアムを中心とした各施設がデータを連携させ、AI を活用してエリア全

体の人流を最適化したり、相互送客で消費行動の活性化につなげる「Autonomous 

Stadium」の実現を目指す 
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(v) まとめ 

机上調査で把握された事例及び海外有識者インタビューの結果を基に、サッカークラブ経営にお

ける傾向やポイント等を纏める。 

 

クラブ経営の方針・戦略を決定する経営層の重要性 

先ず、海外有識者インタビューからは、チームの方針や戦略を決定する CEO など経営層の重要

性が挙げられた。チームに招聘される経営層の経歴に関しては、「例えば、ブランディングに長け

た消費財メーカーやエンタメ企業等のスポーツ以外の一般企業の出身者が担うケースが存在する」

という意見も聞かれた。机上調査からも、チームのビジネス面での要職に、他リーグやクラブで実

績を残した人材に加えて、投資銀行、経営コンサルティング、消費財・飲食業界等の多様なビジネ

スバックグラウンドを持つ人材が就いていることが把握された。下図はプレミアリーグクラブにお

いて経営層が受け取っている年俸の最高額を表したグラフであるが、各クラブが優秀な経営人材に

対し多額の投資を行っていることが分かる。 

 

図 17. プレミアリーグ各クラブにおける経営層の年俸最高額（単位：千ポンド 、2021-22 シーズン）85 

  

 
85 「Premier League Finances by Club 2021/22 (including last 10 years growth)（The Swiss Ramble）」（https://swissramble.substack.com/p/premier-league-finances-by-club-

202122 閲覧日 2024/03/20）を基に作成 

※経営層への報酬が未公開等の理由により数値が公開されていない Burnley, Chelsea, Manchester City は図中から除く 
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欧州サッカークラブが投資を行う領域 

机上調査の結果より、オーナー及び経営層が変更した後、各クラブが共通して投資を行っている

領域を以下に述べる。 

 

①商業収益確保のための取組への投資 

各クラブ共に企業とのパートナーシップ拡大や物販等の商業収益拡大に関わる取組への投資を行っ

ている。例えば、リバプール FC や AC ミランは、コマーシャル部門のマネジメント層やフロント

スタッフを拡充し、パートナーシップの拡大による商業収益の増加を実現している。また、アジ

アや北米等の国外市場に展開し、国外のファンやスポンサー獲得に注力している点も共通してい

る。特に、マンチェスター・シティーFC は各国クラブの経営権を所有して連携を深めることで成

功を収めており、近年、欧州クラブで見られるマルチクラブオーナーシップの先駆けとなってい

る。また、SNS や自クラブのメディア・プラットフォームにおける情報発信を通じ、クラブのブ

ランド向上やファンエンゲージメントを図っている点も各チームの共通項として挙げられる。 

 

②ユースアカデミー・移籍関連部門への投資 

各クラブでは、ユースアカデミーや選手移籍に関わる取組への投資によって、中長期的な競技

力強化、移籍金収益獲得を目指している。特に、欧州サッカー界では選手移籍金が高額になるケ

ースが多いため、その収支がチーム財務面に与える影響が大きい。そのため、移籍に特化した組

織の組成やテクノロジー・データ活用に向けた投資、優秀な強化部人材・スカウトの獲得等、効

果的に選手を獲得・売却するための様々な取組を行っている。 

 

③スタジアムへの投資 

また、調査したクラブの多くはスタジアムを運営しており、改修・新設を計画または実施して

いる。目的として、スタジアムの収容人数拡大や VIP 席の増席によるチケット収益増加に加え、

スタジアムに付随する商業施設の拡充を通じた収入増加等を目指しているものと思われる。特

に、トッテナムについては、2019 年に開業した新スタジアムにおいて、コンサート収益や飲食収

益等、興行以外で安定的な収益源確保に成功しているとされている。 

 

④テクノロジー・デジタル領域への投資 

上記とも密接に関連するが、各クラブともにテクノロジー、デジタル領域に投資を行っている

ことが把握された。本調査の事例では、自クラブの SNS やメディア、プラットフォームでのファンへ

の情報発信に加え、競技力向上や移籍金収益の拡大に向けてデータ・テクノロジーを用いる事例が見

られた。海外有識者インタビューにおいても、「現代のクラブ経営におけるあらゆる場面で活用でき

るため、当該領域に優れた人材がいることがクラブ成功のポイント」という意見が挙がったが、欧米

の先進クラブにおいては、経営判断の多くの場面でテクノロジーやデータが活用されていることが想

定される。 

 

 



42 

 

本調査の対象クラブの中では、特にリバプール FC やトッテナム・ホットスパーFC は、選手獲

得への過度な投資を避け、上記①～④の領域等への投資によって商業収益や移籍金収益を獲得し、

選手獲得やスタジアム等への投資を回すことに成功している事例と言える。競技力向上によって戦

績を向上させ、チケット収益、放映権料収益（リーグ・UEFA 分配金）を獲得し、さらに商業収益

の拡大に向けた再投資に用いるといった持続的な好循環を実現している。ファイナンシャルフェア

プレー等によってクラブの財務面での規制が強化される中、選手獲得に投資するだけではなく、競

技成績に依存しない商業収益を安定的に確保するために投資を行う重要性は今後より高まっていく

と推察される。 

 

中小規模クラブ（国内クラブを含む）の方向性 

海外有識者のヒアリングでは、中小クラブの経営の成功要因として、「自らのアセットを理解し

て得意な領域を特定し、その領域で成功を積み重ねることが必要」、「CEO、COO、CMO 等のマ

ネジメントが戦略と方向性をしっかりと示すことが重要」という意見が挙がった。 

今回調査を行ったフォレストグリーンローバーズ FC は英国下部リーグに所属しているものの、

サステナビリティを軸とした経営方針でスポンサーやファンを獲得し収益化に成功している。 

 

国内クラブに関して、オーナー変更後にスポンサー収益が増加する事例も見られたが、オーナー

企業の信用力等の影響が推察される。また、各クラブにおいて、地元企業や自治体との協働、ファ

ンとの関係性構築、新スタジアムでのビジネス展開、マーケティング施策といった特色のある施策

が把握された。このような施策について、中長期的に取り組んでいくことが重要と思われる。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

• 自クラブの収支は長年黒字であり、世の中の常識でいえば当然のことだが、これだけで

もサッカークラブでは評価されるべきと考えている。多くのクラブは選手への移籍金・

人件費、設備に巨額の投資をしており、最悪のパターンでは破綻に至る。非常に短期的

な考えで、勝つことに重きを置いている。 

• 最も、黒字のクラブはファンから“なぜ補強に資金投下しないのか”とプレッシャーを受け

る。他クラブが大型移籍で有力選手を獲得する中、動きがないからである。健全な経営

を行うためには、このようなファンのプレッシャーに屈しないマネジメント層、CFO の

存在が重要と考える。 

• 自クラブでは、スタジアムを通じた収入をあげられることが非常に大きい。現在世界で

最も収益化に成功しているスタジアムの一つであり、飲食、コンサート、他イベント

等、サッカー興行以外で安定的に収益源を確保していることが成功要因。 

• 他にも、これはビジネス上の狙いではなかったものの、外国籍選手はビジネス面に大き

な成功をもたらしている。現在の大手スポンサーは、英国にオフィスすら持たない外資

企業だが、その外国籍選手の出身市場で露出が多いため、スポンサーに就任している。 
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【LaLiga リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• 中小クラブの現実として、ビジネス面でメガクラブと競争することは難しい。中小クラ

ブは自らのアセットを理解して得意な領域を特定することと、その領域で少しずつ成功

を積み重ねることが必要。例えば、外国人選手を獲得した際には、その選手の出身地を

生かすなど、機会を最大化することが重要だと考える。すぐに収益化を目指すのではな

く、例えば日本語の SNS アカウントを開設し、ファンとの接点を増やすなど長い時間を

かける必要がある。また、CEO、COO、CMO といったマネジメントが戦略と方向性を

しっかりと示すことが重要である。 

• （LaLiga において）新しいオーナーは強化にフォーカスすることが多い。サッカーチー

ムの経営において、競技力向上、移籍金収益の獲得に当たって重要なプロダクトは選手

である。そのため、新しいオーナーは代理人との関係性構築を重視する。 

 

【NBA・リーグアンクラブ関係者へのインタビュー結果】 

• クラブが行う投資は、通常オーナーまたは CEO によりトップダウンの判断で行われる。

従ってクラブのリーダー層によるリーダーシップが最も重要。 

• 従来のオーナーは、採算性度外視で資金を投入することに対するモチベーションが高か

った。近年ではより健全な経営を目指し、大半のクラブでは経営を担う CEO を雇ってい

る。こうした人材はスポーツ界出身ではなくビジネス界出身であることが多く、例えば

ブランディングに長けた消費財メーカーやエンタメ企業等の出身者が多い。 

• （経営に成功しているクラブに共通点について） 

テクノロジー、デジタル、データの 3 領域に長けた人材がいるクラブは成功している。

この 3 領域は、近代のクラブ経営のあらゆる場面、例えばチケット、放映等に転用で

き、収益増を狙うことができるためである。例えば SNS 一つとってもバイトを雇い任せ

るのではなく、重要な収益源と位置づけプロを雇うこと。このような領域の優先度を高

めているクラブは成功する傾向にある。チケット販売でも優先すべきは CRM の分析、プ

ロモーションの仕方等のデジタル領域であり、例えば電話営業の人材を拡大雇用するチ

ームは、もはやほとんど存在しないのではないか。 

• リーグ・クラブを問わずブランディングが最も重要だと考える。あとは、スタジアム・

アリーナの存在も優れた試合体験の提供と収益源の観点から重要である。こうしたイン

フラ整備を進めるうえでは、政府・公的機関と協力体制を構築することも欠かせない。 
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一方、下図は J リーグの収益推移を表したものであるが、スポンサー収益が主要な収益源であり、

欧米各国リーグと同様に近年の伸び率が大きいことが分かる。 

 

• 図 20. J1 全クラブの収益推移90 

 

このようにスポンサー収益が増加している背景には様々な要因が考えられるが、企業がスポーツ

団体をスポンサードする目的が多様化していることがその一因として想定される。 

 

従来、企業がスポーツ団体にスポンサードする目的は、主にメディアやスタジアム看板・ユニフ

ォームにおけるロゴ掲出による広告宣伝・露出拡大であった。また、実業団保有企業など国内企業

においては、従業員の士気向上や福利厚生といった社内貢献も主な目的であった。 

一方、近年では、「スポンサーシップからパートナーシップへ」といわれるように、これまでの

広告露出を中心としたスポンサーシップの形から、スポンサー企業の経営課題解決（例えば、ブラ

ンド認知度・イメージ向上、ターゲット顧客へのリーチ、販促等）や社会課題解決のためにスポー

ツ団体を活用する事例も見られ、企業のスポーツ団体への協賛の在り方が変わっていることが指摘

されている。特に、SNS やデジタルプラットフォームの普及やコロナ禍の影響によって、看板広告

といった従来型の露出効果の価値が相対的に低くなったこともその要因として挙げられる。 

 

企業が経営課題の解決といった協賛へのニーズを満たすためには、スポーツ団体の保有するアセ

ットを活用して価値を創出する「スポンサーシップアクティベーション」を行うことが重要である。 

そこで、本項ではスポンサーシップアクティベーションに着目し、国内外のスポーツ団体及び企業

 
90 「2022 年度クラブ経営情報開示資料（先行発表）」（https://aboutj.jleague.jp/corporate/wp-content/themes/j_corp/assets/pdf/club-r3kaiji_2_20230526_final.pdf 閲覧日

2024/03/15） 
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が従来型の広告露出や社内貢献以外にどのような価値を創出しているのか、そのトレンドや事例を

調査した。 

 

アクティベーションの目的や考え方は企業により異なるためその内容も多様であるものの、机上

調査及びヒアリング調査を踏まえ、以下の 4 つの分類に基づいて国内外のアクティベーション事例

を整理した91。 

 

【本調査におけるアクティベーションの分類】 

① 社会貢献活動・社会課題解決の取組（サステナビリティ・ESG 関連の取組） 

② デジタルコンテンツ・SNS を活用した取組 

③ 企業の製品サービスの活用、新製品開発等の実証実験/PoC 

④ VIP マーケティング（企業間の関係構築） 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

• アクティベーションの考え方は企業によって異なる。同じクラブのスポンサーでも企業

によって地域コミュニティ、サステナビリティ、ブランド認知の向上等、関心や目的は

異なっており、結果としてアクティベーションの内容も企業により異なる。 

 

 

 

(ii) スポンサーシップアクティベーションの事例詳細 

① 社会貢献活動、社会課題解決の取組（サステナビリティ・ESG 関連の取組） 

近年、企業とスポーツ団体がサステナビリティ・ESG 関連のスポンサーシップアクティベーショ

ンを行う事例が増加しているが、プレミアリーグクラブ関係者へのヒアリングからも、特に直近 5

年程でサステナビリティ・ESG 関連の取組がトレンドとなったという意見が聞かれた。また、その

背景として、「スポーツは感情との結びつきが強いため、サステナビリティ、多様性等の文脈で企

業を差別化するストーリーテリングとの親和性が非常に高い」という意見が挙げられた。 

 

例えば、前章で取り上げたフォレストグリーンローバーズ FC は、サステナビリティに特化した

ミッションビジョンを掲げて様々な取組を行うことで、スポンサー企業の協賛やファンの増加につ

なげた好事例と言える。環境にやさしい製品を展開する消費財ブランドである Faith in Nature 社

は、フォレストグリーンローバーズ FC の取組に賛同して協賛した内の一社だが、スタジアム内の

有機肥料を使って育てられた芝からボディソープをつくるアクティベーションを実施することで、

クラブファン層に向けたマーケティングを行っている。 

 

 

 
91 本項で紹介する事例内容は報道等の公開情報を基に作成しており、一部推測等も含んだ内容であることに留意 
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【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

【アクティベーションの直近のトレンド：ESG・サステナビリティ】 

• 直近のトレンドとして、特にここ 5 年程は、ESG・サステナビリティに関する取り組み

が多い。当クラブでは、昨年世界的な消費財企業との提携を開始したが、これは地域コ

ミュニティに重きを置いた取り組みである。当クラブの本拠地は多様性に富み、クラブ

が地域のハブになっているが、当該大手企業は地域のコミュニティーにアプローチする

ために当クラブとの提携に目を付けた。パッケージには露出に関する権利なども含まれ

ているが、世界的に知名度が高い企業であるため、これは本来の目的ではなかった。 

• 同社は欧州で 5 つほどのサッカークラブをスポンサードしており、いずれにおいても、

企業の価値観や本質的なストーリーを消費者に届けることに注力している。これが大前

提としてあり、あとはクラブの規模・知名度やアプローチできるファン層、そして予算

とのバランスで提携先を選択していると思われる。 

• 10 年前は商品自体の宣伝広告が主流だった。例えば清涼飲料水メーカーであれば商品の

爽快感等の魅力をアピールするものが多かった。一方、近年では消費者の価値観は大き

く変化しており、Gen Z 等の若い世代では消費・購買において社会へのインパクトを重

視する。清涼飲料水メーカーは競合が多く、こうした中で企業として差別化をする必要

があり、それに基づき宣伝・スポンサーシップの内容も変化してきた。スポーツは感情

との結びつきが強く、例えばサステナビリティ、コミュニティ、多様性等の文脈で企業

を差別化するためのストーリーテリングとの親和性が非常に高い。 

 

 

表 8. 社会貢献活動、社会課題解決の取組（サステナビリティ・ESG 関連の取組） 

トッテナム・ホットスパーFC×AIA92 

• AIA（金融）は 2013 年にトッテナム・ホットスパーFC（英・サッカー、以下トッテナム）の

スポンサーを務め、2017 年からはグローバル・プリンシパル・パートナーに就任（2027 年ま

での契約） 

• 同社は、「Healthier, Longer, Better Lives（より健康で、より長く、よりよい生活を）」のスロー

ガンを掲げており、トッテナムはアジア地域においてスポーツを活用した健康促進の取組に関

して協働 

• 同社が運営拠点を持つアジア各国において、元選手等のチーム関係者や APAC 在住のコーチに

よるサッカー教室を運営。チームが独自に確立したサッカープログラムを展開 

• 2013 年から 2022 年の 10 年間にわたる取り組みで、合わせて 8 万人以上の子どもたちが指導を

受け、アジア保険業界の表彰にて「CSR イニシアチブ・オブ・ザ・イヤー」を受賞 

 
92「デジタル化でファンをつなぎとめるトッテナム・ホットスパーFC（Campaign Japan）」

（https://www.campaignjapan.com/article/%E3%83%87%E3%82%B8%E3%82%BF%E3%83%AB%E5%8C%96%E3%81%A7%E3%83%95%E3%82%A1%E3%83%B3%E3%82%9

2%E3%81%A4%E3%81%AA%E3%81%8E%E3%81%A8%E3%82%81%E3%82%8B%E3%83%88%E3%83%83%E3%83%86%E3%83%8A%E3%83%A0%E3%83%BB%E3%83%9

B%E3%83%83%E3%83%88%E3%82%B9%E3%83%91%E3%83%BCfc/480659 閲覧日 2024/03/14）、「アジア大手の保険会社 AIA、英国トッテナムのサポートで得られる効果

（Sports Sponsorship Journal）」（ https://www.sports-sponsorship.jp/2019/08/29_aia/  閲覧日 2024/03/15） 
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• AIA はアジアで人気のトッテナムを活用して認知度やブランド力を向上させ、トッテナムも

AIA との活動を通じてアジアでのマーケティングを強化する狙いがあったとされる 

• トッテナムは、AIA とのグローバルスポンサーシップ契約を 2027 年まで延長したが、プレミア

リーグで最も長く続くスポンサーシップの一つとなっている 

マンチェスター・シティ FC×ザイレム93 

 2018 年、ザイレム（水関連機器製造会社）とマンチェスター・シティーFC（英・サッカー）は

パートナーシップを締結 

 ザイレムとして、同じサステナビリティに対する価値観を持つマンチェスター・シティ FC と

協働することで、世界中に存在するクラブのファン層にリーチを広げること、「安全な水が供給

される世界を作る」という同社のミッションの認知度を向上させることが狙いとされている 

 水に関する社会課題の解決や一般消費者への認知拡大の取り組みを実施。例えば、ムンバイ、

サンパウロ、ブエノスアイレス、マンチェスター等において雨水施設の設置などを実施 

 世界的な水不足という社会課題を解決する次世代リーダー育成のための社会課題解決プログラ

ムも展開。クラブの保有するサッカーコミュニティのネットワークを利用し、計 8 カ国 2 万人

以上の子供たちに対し、水に関する社会課題の教育機会を提供 

 また、クラブの選手を活用した水不足に関するムービーの作成や上映、SNS での発信等の取り

組みも実施 

WNBA×US バンク94 

 US バンク（銀行）は、WNBA（米・女子バスケリーグ）とのパートナーシップを締結し、リー

グのオフィシャルバンクに就任 

 US バンクのプレスリリースによると、次世代の女性リーダーのエンパワーメント等において、

US バンクと WNBA の価値観が一致していたことがパートナーシップ締結につながったとされ

ている 

 US バンクは、WNBA の現役選手や引退選手等を対象にして、ファイナンスに関する教育、ア

ドバイザーへの個別相談機会、引退後に向けたビジネススキル習得のサポート、ネットワーキ

ングの機会等を提供 

 また、WNBA と NPO 団体と協働し、行政の十分なサポートを受けられない地域の若い女性、

特にマイノリティー層の経済的な自立を支援する取り組みを実施 

 US バンクとしては、発信力の大きい WNBA と共に地域貢献活動を行うことで、自らの活動の

認知度やブランドを向上させることが狙いとされている。また、WNBA の現役選手、引退選手

との関係性を構築することで、同社の顧客開拓やビジネスチャンスを創出することも目的の一

つと推測されている 

 
93  Xylem Website（https://www.xylem.com/en-us/about-xylem/partnerships/man-city/ 閲覧日 2024/03/15）、「XYLEM – OFFICIAL PARTNER OF MANCHESTER CITY FC

（MANCHESTER CITY FC Website）」（https://www.mancity.com/club/partners/xylem 閲覧日 2024/03/15）、「マンチェスター・シティがザイレムとの新たな世界的提携を発

表（businesswire）」（https://www.businesswire.com/news/home/20180709005897/ja/ 閲覧日 2024/03/15）、「マンチェスター・シティのアグエロ、フォーデン、スターリング

選手らが、深刻化する世界の水不足の脅威を取り上げた新しい映画に出演（businesswire）」 （https://www.businesswire.com/news/home/20200730005425/ja/ 閲覧日

2024/03/15）  「マンチェスター・シティのスター選手のセルヒオ・アグエロ、ダビド・シルバ、イルカイ・ギュンドアンが、世界の水問題を啓発するザイレムの「想像以上に身

近な問題」キャンペーンを開始（businesswire）」（https://www.businesswire.com/news/home/20190301005241/ja/ 閲覧日 2024/03/15）  

94 「U.S. Bank named WNBA Changemaker and the league's official bank（US bank）」（https://www.usbank.com/about-us-bank/company-blog/article-library/us-bank-named-

wnba-changemaker-and-the-leagues-official-bank.html 閲覧日 2024/03/15）、「US バンク、女子バスケ WNBA とのパートナーシップで得られる効果とは（Sports Sponsorship 

Journal）」（https://www.sports-sponsorship.jp/2022/04/19_usbank/ 閲覧日 2024/03/15） 
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FIFA 女子サッカーワールドカップ 2023×オランジュ 95 

• オランジュ（通信事業者）は、協賛している FIFA 女子サッカーワールドカップ 2023 の開幕を

前に、人々が持つ無意識の思い込み、偏見をテーマにした CM、動画を作成 

• 動画の前半はスポーツ番組のハイライト動画を流し、後半にはこの動画の真意を伝える種明か

しの動画を流すという構成 

-（動画前半）男子フランス代表のスター選手による鮮やかなプレーの数々が流れた後に、「こ

のような感動を与えてくれるのはレ・ブルーだけだ（Only Les Bleus can give us these 

emotions）」とフランス男子代表の愛称を指す言葉が映し出される 

-（動画後半）動画が巻き戻され、ハイライト動画は実際にはフランス女子チームのもので、視

覚効果によって顔や髪、体つきなどを、男子選手のものに差し替えていることが明らかにな

る。そして最後に、「オランジュはレ・ブルーを応援します（At Orange, we support les 

Bleues）」と、女子チームにちなんで Bleus から Bleues（女性名詞複数形）に修正された言葉が

映し出される 

• 無意識の思い込みや偏見、スポーツ界のジェンダー問題を提起する動画として SNS 上で話題に

なり、YouTube 上では 500 万回以上再生された。オランジェとしても自社のジェンダー平等の

促進という価値観を示すことに成功したとされている 

レノファ山口×株式会社トクヤマ96 

• レノファ山口（J リーグ）は、トクヤマ（化学メーカー）とのアクティベーションを模索する中

で「地域課題に貢献できる取り組みを」という企業ニーズを踏まえ、竹林面積の増加という地

域課題を軸に企画を提案。竹で応援グッズを作るアクティベーションを実施 

• 周南市住民、サポーター、レノファ山口職員、トクヤマ社員で竹を伐採し、徳山商工高等学校

の生徒、レノファ山口の選手が竹の加工、熱処理を実施。周南市の竹勇銘尺八工房の協力のも

と、レノファ山口と周南市シティープロモーション、トクヤマのロゴマークを刻印して竹クラ

ーベ（応援グッズ）を制作。完成した竹クラーベは、試合日に行われた「周南市サンクスデ

ー」という催し物の中で観客に配布 

• トクヤマの成果としては、竹クラーベを通じた活動が社内に認められ、正式にレノファ山口の

パートナーに就任し、地域の人々との接点が拡大。特に、BtoB 企業で直接地域の人々とつなが

ることが難しい中、アクティベーションを通じてトクヤマの社名や現在行っている取り組みな

どを認知してもらう契機となった。また、採用観点でも高校生と一緒に取り組んだことによ

り、トクヤマへの入社を希望する学生も増加 

• アクティベーション事例を表彰する「JAPAN SPORTS ACTIVATION AWARDS」で PSI 賞を

受賞し、テレビ等での露出も拡大 

 

 

 

 
95「FIFA 女子サッカーワールドカップ 2023──世界で大バズりの広告動画がハイライトするアンコンシャスバイアス（VOGUE JAPAN）」（https://www.vogue.co.jp/article/viral-

france-soccer-ad 閲覧日 2024/03/15） 「あえて男子選手を起用することで、女子スポーツの素晴らしさを表現したフランスの通信会社 Orange の秀逸な CM（Sports Sponsorship 

Journal）」（https://www.sports-sponsorship.jp/2023/10/soccer/ 閲覧日 2024/03/15）、「「賢い手法だ」女子サッカーに対する偏見に気づかされるフランスの CM が話題

（COSMOPOLITAN）」（https://www.cosmopolitan.com/jp/trends/society/a44633655/french-soccer-ad-proves-womens-soccer-is-just-as-exciting-viral/ 閲覧日 2024/03/15）  

96 「化学メーカーがなぜプロサッカークラブとパートナーシップ？トクヤマがレノファ山口と作った「竹クラーベ」（MarkeZine）」（https://markezine.jp/article/detail/41389 閲

覧日 2024/03/15） 
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② デジタルコンテンツ・SNS を活用した取組 

近年、SNS やデジタルコンテンツを用いたアクティベーションがトレンドとなっている。IEG の

レポート97 によると、ほぼすべてのスポンサー企業がアクティベーションにおいてソーシャルメデ

ィアを活用しているとされている。また、クラブやリーグといったコンテンツホルダー側でも、企

業との協業を進めるために自団体でコンテンツ企画・制作を行う組織を持つ事例が増加しており、

アクティベーションにおいて SNS やデジタルコンテンツを活用する需要が増加していることが伺

える。 

 

上記の背景として、企業が消費者に届けるストーリー性を重視する中で、自由度の高いコンテン

ツを製作・配信できる点、また、運用コストが低く手軽に始められる一方、クラブ等のコンテンツ

ホルダーの持つ多くのファン層にリーチできるという費用対効果が高い点が挙げられる。加えて、

アクティベーションでは効果測定を行うことが重要だが、SNS や動画には、閲覧数やインプレッシ

ョン数等によって効果測定を実施しやすいという利点も存在する。特に、コロナ禍では、スタジア

ム集客等に様々な規制があったため、デジタルや SNS を活用した新しいアクティベーションが特

に進展したものと思われる。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者・LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【SNS やデジタルコンテンツの活用】（プレミアリーグクラブ関係者） 

• 広告ビジネス全体を俯瞰したときに、スポーツのスポンサーシップに限界が生じたこと

に気づいたことが大きい。つまり、デジタルプラットフォームや SNS が台頭し、企業は

非常に効率的に広告を出稿することが可能になった。スポーツのスポンサーシップはこ

の点での優位性がなく、一方でストーリー性との親和性は高いことから必然的にアクテ

ィベーションに重きを置くようになった。 

• スポーツ組織は自らのメディアとして SNS を有効活用している。これもストーリー性に

富んだコンテンツを配信できることが影響しており、テレビやスタジアムの露出では伝

えられないストーリーを伝える場として使っている。また、SNS は導線を確保しやす

く、クリックひとつで企業のサイトやオンラインストアなどに誘導することができるの

も、テレビ等のメディアと比較した際のメリットである。 

【SNS やデジタルコンテンツの活用】（LALIGA リーグ関係者） 

• グローバルスポンサーはマーケットでのプレゼンスの向上、顧客等のステークホルダー

との関係構築等のためにアクティベーションを重視している。グローバルスポンサーか

らは海外でアクティベーションをしてほしいとの要望を受けることが多く、海外でのア

 
97 「WHAT SPONSORS WANT & WHERE DOLLARS WILL GO IN 2018（IEG）」（https://www.sponsorship.com/IEG/files/f3/f3cfac41-2983-49be-8df6-3546345e27de.pdf 閲

覧日 2024/03/15） ※2017 年の調査結果。「WHAT CHANNELS DO YOU USE TO LEVERAGE YOUR SPONSORSHIPS?」に対して、98%の回答者が「SOCIAL MEDIA」利用

していると回答 
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クティベーションはリーグよりも企業起点となることが多い。大規模な企業には通常ス

ポンサーシップを専門に扱う部署が存在しており、当該部署とやり取りすることが多

い。 

• アクティベーションの事例として、例えばファンを対象にしたイベント等があるが、近

年ではよりデジタル領域にシフトしている。リーグとしては海外でのアクティベーショ

ンに必要なリソースを事前に計画策定し準備するようにしている。 

 

表 9. デジタルコンテンツ・SNS を活用した取組 

イングランド・アイルランドラグビー協会×Dove Men+Care98 

• ユニリーバ傘下の Dove Men+Care（消費財） は、イングランド・アイルランドラグビー協会

との契約を締結。両者は“Respect, Honour, Family and care”という価値観を共有 

• 独自のブランドストーリーによる他社との差別化、35 歳以上の男性の認知度向上、ブランド・

エクイティ（ブランドの資産価値）の向上等を目的として、2019 年開催のラグビーワールドカ

ップから 2020 年開催のシックス・ネーションズにかけて複合的なキャンペーンを展開 

• 具体的には、国際的なラグビー選手と彼らの家族が出演する、子供の面倒を見る男性を称える

コンテンツ“Care for Every Position You Play”を制作。2019 年 9 月、ラグビーワールドカップ

の開催に合わせて、SNS やデジタルプラットフォーム上で公開。また、2020 年 1 月のシックス

ネーションズカップの開催に合わせて再編集版を放映 

• 2020 年 3 月には、“#Championsofcare competition”というホーム戦のペアチケットやサイン入

りラグビージャージ、Dove Men+Care 製品詰め合わせ等が当たる懸賞企画も実施 

• 成果として、キャンペーン実施期間中にブランド認知度は 10％上昇、2019 年のイギリスにお

いて、売上高は 18％増加、1 億 7600 万のリーチ、5000 万のオーガニックリーチを達成 

• 本キャンペーンの成功により、2020 年以降も同ブランドはラグビー協会とのパートナーシップ

を更新。他のユニリーバ・ブランドにとってのベスト・プラクティスとされている 

スティヴネイジ FC×バーガーキング99 

 2019 年 6 月、バーガーキング（飲食）は、EFL2（実質 4 部）に所属するスティヴネイジ FC

（英・サッカー）とのスポンサー契約を締結 

 バーガーキングは、EA スポーツのオンラインスポーツゲーム「FIFA」を通じ、4,000 万人以上

のゲームプレイヤーにリーチすることを目的として、“スティヴネイジチャレンジ”という取り

組みを開始（2019 年 10 月に、米国、中国、メキシコ、ブラジル、英国、フランス、ドイツ、

ロシア、スウェーデン、スペインの 10 カ国で実施） 

 「FIFA」ではゲーム内の選手が着用するユニフォームも実際のモデルが使用されるため、ステ

ィヴネイジ FC のユニフォームにはバーガーキングのロゴが露出されるが、バーガーキングは

当該露出効果を活用 

 具体的なアクティベーションの内容としては、ゲームユーザーにスティヴネイジ FC を選択し

 
98 「Europe 2020 Activation Casebook（Sports Business Sponsorship）」の内容を基に作成 

99 「Introducing the Burger King Stevenage Challenge（Stevenage FC）」（https://www.stevenagefc.com/news/2019/october/stevenage-challenge-burger-king-sky-bet-league-two-

efl-thursday-17th-october-2019/ 閲覧日 2024/03/15） 「Stevenage: How Burger King sponsorship led to Fifa game popularity（BBC）」

（https://www.bbc.com/sport/football/54279530 閲覧日 2024/03/15） 「【バーガーキング】最小限の広告予算でスポンサー効果を最大化した成功事例（SPOVA）」

（https://spovalue.jp/blog/2021/02/24/1519/ 閲覧日 2024/03/15） 
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てもらい、ユーザーの国ごとに設定されたチャレンジ課題（例：コーナーキックを直接ゴール

させる、ヘディングシュートさせる等）をクリアしたシーンの動画を SNS に投稿してもらうと

いうもの。投稿したユーザーには見返りにバーガーキングの無料ハンバーガー券等のプレゼン

トを贈呈 

 キャンペーンは 2 週間限定であったが、オンライン上で 25,000 を超える動画がシェア。チーム

CEO によると 12 億回のインプレッションを達成し、チームの人気獲得やユニフォーム売り上

げ増等につながったとされている 

リバプール FC×スタンダード・チャータード銀行100 

 リバプール FC（英・サッカー）の胸スポンサーを務めるスタンダード・チャータード銀行は、

1996 年に亡くなったレジェンド監督ボブ・ペイズリー氏の生誕 100 年を記念し、彼を最新のテ

クノロジーで再現する企画を実施 

 同社のグローバルマーケティングの担当者によると、本取り組みは、「リバプール FC とのパー

トナーシップを広げるだけでなく、スマートテクノロジーを使用し、リバプールで最も愛され

る監督を次世代のファンに伝えることで、当社のイノーベーションマインドを示す機会」とさ

れている（※同社は最新テクノロジーの研究やフィンテックへの投資を行う新事業『SC ベンチ

ャーズ』を 2018 年 1 月に設立。既存ビジネスを拡張するテクノロジーを開発を目指していた） 

 また、2020 年 3 月には、クラブとのパートナーシップ契約 10 周年を記念して、地元で暮らす

少女がリバプール FC とともに成長していく動画を公開。ファン、パートナー、クラブが共有

してきたストーリーや、クラブを支える企業としての親近感の向上やブランドイメージの向上

を図っている 

 スタンダード・チャータード銀行は 2010 年よりリバプール FC のスポンサーを務めており、本

アクティベーション以前にも、視覚障害者を支援するプログラムである「Seeing is Believing」

という CSR 活動を当チームと共に実施している 

UEFA チャンピオンズリーグ×ハイネケン101 

 ハイネケン（飲料）は、当社の就職面接を題材としたプロモーションビデオ “THE 

CANDIDATE” を活用したアクティベーションを実施 

 ハイネケンへの就職志望者 3 名が面接を通じて様々なハプニングに遭遇する様子を録画。ハイ

ネケンのコミュニティーサイト上で公開し、視聴者の投票によって採用者を決定するイベント

を実施。ユベントスのホームスタジアムでの UEFA チャンピオンズリーグの試合において、採

用通知のアナウンスを行うなど大々的なキャンペーンを実施 

 一連の様子は SNS やメディアで拡散され、約 4 億 2 千万インプレッションを達成。また、ハイ

ネケンの採用サイトへのアクセス数は 279％増加、その後の採用活動でも履歴書の提出数が

317％増加を記録したとされている 

 
100「スタンダードチャータード銀行、リバプールのレジェンド監督をテクノロジーで再現した理由とは（Sports Sponsorship Journal）」（https://www.sports-

sponsorship.jp/2020/02/13_standard-chartered/ 閲覧日 2024/03/15） 「The 'Seeing is Believing' story...（Liverpool FC）」（https://www.liverpoolfc.com/news/first-

team/179379-the-seeing-is-believing-story 閲覧日 2024/03/15） 

101 「Case study: Heineken – The Candidate（MarketingWeek）」（https://www.marketingweek.com/case-study-heineken-the-candidate/ 閲覧日 2024/03/15）、「スポーツスポン

サーシップを「採用」に活用する８つのアイディア ～国内外のアクティベーション事例をご紹介～」（https://spodigi.com/sports-business/recruiting-activation-idea/ 閲覧日

2024/03/15）  「就職面接を CM プロモーションに活用しちゃうハイネケンはやっぱりクリエイティブ!｜スポーツビジネス」（https://spodigi.com/sports-

business/sponsorship/heineken-the-candidate/ 閲覧日 2024/03/15） 
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ウディネーゼ・カルチョ×ダチア102 

 ダチア（ルーマニア・自動車）はウディネーゼ・カルチョ（伊・サッカー）のユニフォーム胸

スポンサーであり、ホームスタジアム「DACIA ARENA」のネーミングライツも保有 

 セリエ A はスタジアムでの暴動が多発したことを受け、ウルトラス（熱狂的なサポーター）の

スタジアムへの入場を禁止。その影響でスタジアムへの来場者が少ないという課題が存在 

 そのような中、ダチアは妊婦を試合に招待し、試合前に選手と入場してもらうアクティベーシ

ョンを実施。また、将来生まれる妊婦の子どもに対してもシーズンチケットを付与 

 SNS ではその様子が発信され、多くのメディアに取り上げられることで、8000 万インプレッシ

ョンを記録 

 ウディネーゼ・カルチョはファミリー層の来場者を獲得。また、ダチアも自社製品である低価

格帯の車種販売に向けたブランディングを行う狙いがあったとされている 

 

 

 

③ 製品・サービスのクラブ・リーグでの活用、新製品開発等の実証実験・PoC 

海外有識者へのヒアリングからは、スポーツクラブ・リーグがスポンサー企業の商品・サービス

を使う機会が増えていることが把握された。その背景として、単に企業の製品・ソリューションの

広告をするよりも、影響力の大きいスポーツ組織やスタジアム等において自社の製品やソリューシ

ョンが使われているという“リアルなストーリー”に対するニーズが高まっているという意見が挙げ

られた。 

例えば、エネルギー企業がスタジアムや練習施設で活用する電力等のエネルギーを供給したり、

航空会社や自動車会社がスポーツチームに交通手段を提供する事例等が多く見られるが、近年で

は、特にテクノロジー企業がスポーツ団体に対して、自社の製品・ソリューションを提供するケー

スも多く見られる。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

【実証実験/PoC、スポーツ組織での製品・サービス利用】 

• 企業がスポーツ組織を PoC に活用することや、スポーツ組織が日々の活動でスポンサー

企業の商品・サービスを使うことは増えている。例えば F1 では AWS のサービスを活用

しているが、これは両社にとってメリットがある。F1 は世界最高級のテクノロジーを使

えること、AWS は「F1 のような複雑・高度な技術が必要とされるビジネスにおいて自社

ソリューションが使われている」というアピールに繋がるためである。企業は、F1 で活

用できるなら大半のサービスには対応できると考える。単に製品やソリューションの広

告をするよりも、こうしたリアルなストーリーのニーズが高まっていることも挙げられ

る。 

 
102 「Dacia Family Project （Ads of the World）」（https://www.adsoftheworld.com/campaigns/family-project 閲覧日 2024/03/15）、「自動車メーカー「ダチア(DACIA)」の心温

まるセリエ A 集客プロジェクト！赤ちゃんを未来のサポーターに？」（https://spodigi.com/sports-business/sponsorship/dacia-family-project/ 閲覧日 2024/03/15） 
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• ある IT 企業は当クラブのスタジアムにネットワークを構築しているが、最先端の最もエ

キサイティングなスポーツスタジアムにおいて自社のテクノロジーの活用されていると

いうストーリーを企業側が求めている。 

• VIK のスポンサーシップの事例も増えている。クラブが利用料等を企業に払うケースも

あるが、ほとんどすべての場合、最終的には企業がクラブに支払う協賛金の金額はクラ

ブの出費を上回る。また、VIK のスポンサーシップではクラブが利用した際のデータの

還元等も契約に含まれており、契約内容がやや複雑になる傾向にある。 

 

【NFL 関係者へのヒアリング内容】103 

【実証実験/PoC、スポーツ組織での製品・サービス利用】 

• スポーツの試合や興行以外のビジネスにおいて、スポーツ団体がテクノロジーを活用で

きる場面が増えている。例えば映像関連はその傾向が顕著であり、撮影するカメラ、配

信の技術、視聴する手段等あらゆる場面でテクノロジーが進化・多様化している。ま

た、取得できるデータの多様化、業務の効率化等もテクノロジーの活用場面が増えてお

り、SAP や Google 等あらゆる種類のテクノロジー企業がスポンサーに参画している。ま

た NBA の Los Angeles Clippers では数年前にオーナーが交代したが、新オーナーはマイ

クロソフトの元 CEO である。このようにスポーツとテクノロジー業界の距離は年々縮ま

っており、その傾向はどのリーグも共通である。 

 

 

表 10.  製品・サービスのクラブ・リーグでの活用 

NBA×マイクロソフト104 

• NBA（米・バスケ）とマイクロソフト（IT）は 2020 年 4 月にパートナーシップ契約を締結 

• 2020 年 7 月、NBA はフロリダディズニー内に設置した無観客スタジアムにマイクロソフト社

の大型スクリーンを設営。ファンがバーチャル参加できる「バーチャル試合観戦」を開始し、

テレビ放映を実施 

• 施策効果として、マイクロソフトに 600 万ドルのメディア価値をもたらしたとされる 

• マイクロソフトは全世界にファンをもつ NBA の観戦スタイルを自社の技術を活用して一新する

ことで、Teams および Together モードの知名度を拡大。また、その安定性や機能の優位性を

アピールすることで、NBA ファンの Teams アプリダウンロードを促進 

ボストンレッドソックス×森永製菓株式会社105 

• 森永製菓（飲食）は 2008 年にアメリカ子会社を設立し、アメリカにおけるハイチュウ等の売り

上げ拡大を狙うが、販路拡大に伸び悩み（アメリカでの 2011 年の売上は 4 億円、2012 年は 5

 
103 令和４年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業（スポーツ産業に関する諸外国の動向調査事業）報告書より抜粋 

104 「スポーツ広告を変える新しいアクティベーション（Forbes Japan）」（https://forbesjapan.com/articles/detail/44276 閲覧日 2024/03/15） 

105 「2020 年３月期 決算説明会 2020 年 5 月 22 日 森永製菓株式会社」（ https://pdf.irpocket.com/C2201/H3x0/TFRA/bjs9.pdf 閲覧日 2024/03/15）、「MLB で広がる「ハイチュ

ウ」の輪 レッドソックス田沢が伝道師（日本経済新聞 2014 年 6 月 8 日）」（https://www.nikkei.com/article/DGXNASFK0500B_V00C14A6000000/ 閲覧日 2024/03/15）、

「ハイチュウを米国でバカ売れさせた"接待"（PRESIDENT）」（https://president.jp/articles/-/27645?page=1 閲覧日 2024/03/15）、「【海外進出】スポーツスポンサーシップ

で海外売上を爆増した事例（SPOVA）」（https://spovalue.jp/blog/2020/10/29/1038/ 閲覧日 2024/03/15） 
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億円） 

• 2008 年 12 月、MLB ボストンレッドソックス（米・野球）と田澤純一選手が契約。田沢選手が

ハイチュウを食べていたことが契機となりチーム内での人気が広まり、その後、ボストンレッ

ドソックスは森永製菓アメリカ子会社に対してハイチュウの購入を打診 

• 森永製菓は、ハイチュウのサンプルを提供後、2014 年に正式なスポンサーシップ契約を締結。

ホームスタジアムのフェンウェイ・パーク内でのロゴ掲出に加えて、スタジアム周辺でハイチ

ュウを無料配布する権利を獲得。スタジアムにおいて、ファンやレッドソックス及び相手チー

ムの選手に対して無料でハイチュウを配布 

• メディアや SNS 等で取り上げられたこともあり全米での認知度が拡大。スポンサー契約を結ん

だ 2014 年から 2015 年にかけては、ハイチュウの売上高が 8 億円から 19 億円と倍以上に増加

し、2020 年 3 月決算における売上高は 64 億円まで拡大 

アーセナル FC×オクトパスエナジー社106 

 アーセナル（イングランド、サッカー） はオクトパスエナジー社（グリーンエネルギー関連企

業）とパートナーシップを締結。パートナーシップの目的はサステナビリティへの取組を推進

し、そのメッセージをサッカーファン等に対して広く伝えることとされる 

 オクトパス社はアーセナルのホームスタジアム（エミレーツスタジアム）にソーラーパネル設

置し、再生可能エネルギーによる電力供給を実現。アーセナルのグリーンイメージの向上に寄

与するだけでなく、再生可能エネルギーに対するファンなど一般の認識を高める。また、アー

セナルファンに対して特別な料金プランを提供すること等により売上増を達成 

 本パートナーシップによって、オクトパスエナジーは、エミレーツ・スタジアムで開催される

全国内試合における自社の宣伝広告、アーセナルのデジタルチャンネルの活用、トップチーム

の選手を起用したプロモーション活動、マーケティング施策も実施可能となった 

オリンピック・リヨン× ヴェオリア107 

• オリンピック・リヨン（仏・サッカー）はトレーニング施設等に太陽光発電パネルを設置し、

敷地内のスタジアム・周囲の住居等に電力を供給するなどの取組を実施。その取組等が評価さ

れ、フランス環境エネルギー管理庁（ADEME）が査定する「Fair Play for Planet」  の認証を

取得 

• ヴェオリア（水処理・エネルギー関連企業）は、2010 年以前からスポンサーとして支援を行っ

ていたが、2020 年 6 月にスポンサーシップ戦略を再構築。社会課題解決を主な目的とし、

2020-21 シーズンからは「Environmental Partner」として提携 

• ヴェオリアの持つスキル・ノウハウを提供し、クラブのサステナビリティ戦略策定（温室効果

ガス排出量の削減等の炭素戦略）からアクションを支援 

• 省エネルギー、リユース・リサイクルに関するプログラムを共同で設計、実施。また、リサイ

クル素材を利用したユニフォームや水筒を開発しクラブで活用 

 
106 「Arsenal To Go Green With Octopus Energy（THE UK SPONSORSHIP AWARD）」（https://www.sponsorship-awards.co.uk/news/arsenal-go-green-octopus 閲覧日

2024/03/15）、「What Is the Future of Sustainability in Sports and Sponsorships?（Energy Tracker Asia）」（https://energytracker.asia/what-is-the-future-of-sustainability-in-

sports-sponsorships/ 閲覧日 2024/03/15） 

107 Olympique Lyonnais,、Fair Play for Planet の Website 、下記記事等の公開情報より作成 

「Olympique Lyonnais Groupe : OLYMPIQUE LYONNAIS JOINS FORCES WITH VEOLIA TO DEFINE THE CLUB’S CARBON STRATEGY AND ANNOUNCES A 100% 

RECYCLED TRAINING T-SHIRT」（https://www.marketscreener.com/quote/stock/OLYMPIQUE-LYONNAIS-GROUPE-42519/news/Olympique-Lyonnais-Groupe-

OLYMPIQUE-LYONNAIS-JOINS-FORCES-WITH-VEOLIA-TO-DEFINE-THE-CLUB-S-C-30722857/ 閲覧日 2024/03/15）  
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AC ミラン × エイビス・イタリア108 

• 2019 年に AC ミラン（伊、サッカー）はエイビス・イタリア（自動車）と “Mobility Goes 

Green Partnership” を締結 

• エイビス・イタリアは、クラブのヨーロッパ全域における選手、スタッフ、機材の輸送にあた

って、ハイブリッド車を提供。環境に優しい自社製品やソリューションによって、クラブのゼ

ロ・エミッションに向けた取り組みに貢献 

• 同社としては、自社製品を用いて、環境に優しく、経済的にも持続可能な新しいモビリティの

モデルを構築することを目指す。同社のマネージングディレクターは、「世界有数のブランドで

ある AC ミランとの提携の目的として、革新的でグリーンなモビリティエコシステムを構築す

ること」と述べている 

ボルトン・ワンダーランズ FC×ディッキーズ109 

• ボルトン・ワンダーランズ FC（英・サッカー EFL リーグ 1）は、ディッキーズ（ファッショ

ンブランド）とのパートナーシップを締結 

• チーム本拠地であるボルトンは高頻度で降雨や強風に見舞われる天候で、冬は寒く降雪も厳し

いという課題が存在 

• ディッキーズは、AWT（Advanced Waterproof Technology）という、高い防水性能を持ちつ

つ、風通しが良い機能の付いた新商品を開発中であったため、スタジアムで働くチームスタッ

フや警備員に新商品を提供。自社としても、AWT の製品の質をテストする機会として活用 

 

図 21. LALIGA による Microsoft 社の製品活用例 

（令和 4 年度 スポーツ庁スポーツ×テクノロジー活用調査事業 報告書110より） 

 
108 「AC MILAN AND AVIS ITALIA: MOBILITY GOES GREEN（AC Millan Website）」（https://www.acmilan.com/en/news/articles/sponsor/2021-03-17/ac-milan-and-avis-

italia-mobility-goes-green 閲覧日 2024/03/15） 

109 「Dickies Workwear put to the test by Bolton Wanderers FC（PROFESSIONAL ELECTRICIAN & INSTALLER）」（https://professional-electrician.com/products/dickies-

workwear-put-to-the-test-by-bolton-wanderers-fc/ 閲覧日 2024/03/15）、「【海外先進事例】大企業がマイナースポーツチームにスポンサーするメリット（SPOVA）」

（https://spovalue.jp/blog/2021/07/07/2639/#2-1 閲覧日 2024/03/15） 

110 https://www.mext.go.jp/sports/content/20230615-spt_sposeisy-000030430_05.pdf 閲覧日 2024/03/15 
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図 22. BARÇA INNOVATION HUB の概要112 

 

表 12. 新製品開発等の実証実験・PoC 

マンチェスター・シティ FC×ソニー株式会社113 

• 2021 年 11 月、ソニー株式会社（IT）は、マンチェスター・シティ FC（英・サッカー）と次世

代のオンラインファンコミュニティの実現とファンエンゲージメントの最大化を目指し、オフ

ィシャル・バーチャル・ファンエンゲージメント・パートナーシップ契約の締結を発表 

• ソニーグループ各社が持つテクノロジーとマンチェスター・シティ FC が保有するグローバル

IP を活用して実世界と仮想空間を融合することで、世界中のファンがチームを身近に感じるこ

とができる魅力的なコンテンツ開発、新たなファンコミュニティの実現に向けた実証実験を実

施 

• 具体的には、クラブのホームスタジアムであるエティハド・スタジアムを仮想空間上にリアル

に再現することで、選手やチームを身近に感じることができ、ファン同士が交流できる仮想空

間ならではの体験価値創出を目指している 

• 実証実験においては、ソニーの画像解析技術やセンシング技術に加え、ソニーのグループ会社

である Hawk-Eye Innovations のエレクトロニックパフォーマンストラッキングシステム等を活

用 

Formula E×DHL・ABB114 

• Formula E は、2014 年に誕生した、化石燃料を使用しない電気自動車フォーミュラカーによる

 
112  スキーム図は BARÇA INOVATION HUB の Web サイトを基に作成   

*1「Global Open Innovation in the Silicon Valley of Sport（INSEAD Knowledge）」（ https://knowledge.insead.edu/strategy/global-open-innovation-silicon-valley-sport 閲覧日

2024/03/15）、*2 「The BIHUB and Allianz align themselves to promote a study on sleep（FC BARCELONA）」（https://www.fcbarcelona.com/en/club/news/1111799/the-bihub-

and-allianz-align-themselves-to-promote-a-study-on-sleep# 閲覧日 2024/03/15） 「SPORTS TOMORROW CONGRESS（BARÇA INOVATION HUB）」

（https://sportstomorrow.fcbarcelona.com/ 閲覧日 2024/03/15）、 *3 「FC BARCELONA, THE MOST INNOVATIVE SPORTS CLUB IN THE WORLD, ACCORDING TO 

SPORTS INNOVATION LAB（BARÇA INOVATION HUB）」（https://barcainnovationhub.com/fc-barcelona-the-most-innovative-sports-club-in-the-world/ 閲覧日

2024/03/15 ） 

113 「マンチェスター・シティ・フットボール・クラブとオフィシャル・バーチャル・ファンエンゲージメント・パートナーシップ契約を締結（SONY）」

（https://www.sony.com/ja/SonyInfo/News/Press/202111/21-055/ 閲覧日 2024/03/15） 

114「Corporate greenfluencing: a case study of sponsorship activation in Formula E motorsports」（Hans Erik Næss, Kristiania University College）、「ABB enters third season as title 

partner of Formula E as fanbase grows（ABB）」（https://new.abb.com/news/detail/46627/abb-enters-third-season-as-title-partner-of-formula-e-as-fanbase-grows 閲覧日

2024/03/15） 「フォーミュラ E が DHL とのパートナーシップを拡大（EV RACING.JP）」（http://evracing.jp/9035/dhl-partnership/ 閲覧日 2024/03/15） 
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レース。二酸化炭素排出量削減等を通じた気候変動を防ぐことをミッション・ビジョンの一つ

として掲げる。また、興行等を通じ、環境保護に関するメッセージの発信や、電気自動車等の

低炭素社会に必要な新技術の開発を推進 

• モータースポーツは、環境に悪いというイメージによって、環境意識の高いスポンサーからの

協賛を得ることができずにいたが、Formula E の誕生によってその流れは変化。Formula E の未

来的で環境に優しいイメージは、サステナビリティに積極的に貢献する企業の方針に合致する

ため、多数の企業がスポンサーとして支援を行っている 

• ABB 社（電力・重電関連企業）は、二酸化炭素排出量の削減に貢献する、自社の新技術の実証

試験のプラットフォームとして Formula E を活用。また、E-モビリティインフラ技術、自社の

環境への取組等を対外的に発信する場としても活用している 

• DHL 社（貨物輸送関連企業）は Formula E の理念に賛同し、ロジスティクスパートナーとして

レースに関わる貨物輸送を支援。DHL としても自社技術を活用し、実験する場として Formula 

E との取組を活用している。2022 年からは「DHL & Formula E Together Green Award」とい

うフォーミュラ E の各レース会場においてサステナビリティに関する表彰を行う等、積極的に

アクティベーションを実施している 

セレッソ大阪×こまがわ商店街、akippa115 

 セレッソ大阪（J リーグ）では、ホームスタジアムであるヤンマースタジアム長居の近隣にある

こまがわ商店街の活性化のため、akippa をはじめとする ICT 企業等と協業して 2019 年 9 月に

実証実験を実施 

 ホームゲーム来場者に、こまがわ商店街近辺の駐車場に車を駐車してもらった上で、商店街経

由でライドシェア・電動キックボード・タクシー等を用いてスタジアムに来場してもらう MaaS 

の仕組みを構築 

 ファンが必ず商店街の中を通るように設計することで、セレッソファン等の商店街への呼び込

みを実施。商店街の各店舗でもファン向けに無料グルメや限定メニューなどのサービスを提供

することで商店街を活性化 

 セレッソ大阪にはファン体験の向上、akippa には MaaS 実現に向けた技術力の向上、自治体に

は地域活性化というメリットが創出されたことが推測 

アイントラハト・フランクフルト×Fujitsu Services GmbH116 

・ 2023 年、Fujitsu Services GmbH は、アイントラハト・フランクフルト（独・サッカー）及び

アイントラハトテックと、ホームスタジアム「Deutsche Bank Park」における実証実験を実

施。スタジアムのデータを最大限活用し、快適なスポーツ観戦と持続可能なスタジアムの実現

を目指す 

・ 実証実験では、施設から収集したデータをもとに AI が最適なエネルギー効率での施設運用など

を支援するプラットフォーム「Fujitsu IoT Operations Cockpit」を活用し、スタジアムの売店

の混雑状況をリアルタイムに表示することによる来場者の利便性向上と、スタジアムの芝生お

よび周辺緑地への散水効率向上における有効性を検証することを目的としている 

 
115「スポーツチームを核とした新事業創出可能性調査 実施報告書」（https://www.jilc.or.jp/files/libs/886/202105181649231905.pdf 閲覧日 2024/03/15） 「商店街振興のためにサ

ッカーチームと取り組んだ MaaS 実証実験 ―akippa インタビュー」（https://iotnews.jp/smart-city/139819/2/ 閲覧日 2024/03/15） 「【商品開発でお悩みの方へ】スポーツを

使って革新的な商品を生み出した事例（SPOVA）」（https://spovalue.jp/blog/2020/09/16/717/#2_PoC 閲覧日 2024/03/15） 

116 「ドイツのサッカースタジアムで AI を活用した混雑状況可視化による来場者の利便性向上と芝生への散水効率向上に向けた実証実験について（FUJITSU）」

（https://pr.fujitsu.com/jp/news/2023/02/15.html 閲覧日 2024/03/15） 
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Sail GP × Tesla117 

• Sail GP（ヨット競技大会）  は、サステナビリティ関連の取り組みに注力。 

‐2019 年に ”Sports for Climate Action Framework” に署名 

‐2025 年までにカーボンニュートラルを目指す目標を設定 

‐CDP（カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）に参画し、2022 年に組織内の環境デ

ータの開示することを約束 

• 上記の取り組みに着目した Tesla（自動車） は Sail GP と提携。ヨット競技が、ディーゼル燃料

からソーラーエネルギーや蓄電池を動力源とするサステナブルなスポーツに移行するための支

援を実施 

• Tesla は、レース開催にあたり、自社ソリューション（Tesla パワーウォールシステム）の提供

等の技術的な支援を実施。8 か月にわたって Sail GP と協働し、クリーンエネルギーソリューシ

ョンを開発（レース用双胴船の電子機器、水中翼船、通信システムバッテリーの充電等に利

用） 

 

 

④ VIP マーケティング（企業間の関係構築） 

海外有識者へのヒアリングや机上調査からは、スポーツ組織のアセットを利用したビジネスセミ

ナー、カンファレンス、レセプションの開催等を通じて、VIP マーケティングや企業間のネットワ

ーク構築を行っている事例が把握された。また、スポーツクラブが、スポンサー企業に入会資格の

あるビジネスクラブを創設することで、スポンサー企業間のネットワーク構築を促進している事例

も存在した。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

• VIP マーケティング、VIP ホスピタリティは伝統的に重要視されてきたアクティベーシ

ョンである。特に、従来 BtoC 企業が多かったスポーツスポンサーシップにおいて、

BtoB 企業を巻き込むことに成功したモデルである。 

• ただし、その内容は近年変化している。以前は、ボックスシートでのパーティー等派手

な内容が多かったが、リーマンショック以降、企業においてこうした出費を問題視する

規制が相当強化された。こうした中で、スポーツ組織はよりビジネス的な内容を意識す

るようになり、例えばビジネスセミナー、カンファレンスの開催や企業間のネットワー

ク提供等を通じて、BtoB 企業のスポンサーを維持した。 

 

 

 

 
117 「Tesla Teams up With SailGP in the Pledge to Be Carbon Neutral by 2025（NATURE WORLD NEWS）」（https://www.natureworldnews.com/articles/43941/20200619/tesla-

sailgp-pledge-carbon-neutral-2025.htm 閲覧日 2024/03/15） 「Tesla Powerwalls help world’s fastest sailing race ditch diesel（RENEW ECONOMY）」

（https://reneweconomy.com.au/tesla-powerwalls-help-worlds-fastest-sailing-race-ditch-diesel-60018/ 閲覧日 2024/03/15） 「SAILGP SETS AMBITIOUS TARGET TO WIN 

THE RACE TO ZERO CARBON BY 2025（Sail GP）」（https://sailgp.com/news/sailgp-sets-ambitious-target-to-win-the-race/ 閲覧日 2024/03/15） 
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【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】118 

• スポンサーは BtoC の企業であることが多かったが、BtoB の企業も一定数存在する。そ

の背景には、クラブが行うスポンサー向けのカンファレンスの存在が大きい。これは年

に１度、数日をかけて行うもので、著名人やクラブのスポンサーが一堂に集う。地域の

BtoB 企業にとっては、多くの企業に対し効率的に商談をする機会となっている。 

• また、マンチェスターユナイテッドは世界中の 10 以上の金融機関とスポンサー締結をし

ており、金融機関向けサービスを展開する BtoB 企業にとっても重要な機会になってい

る。また、中国の製薬会社がスポンサーに就任したこともあるが、これは中国外への進

出に向けて信頼を買ったものと考えられる。 

 

表 13. VIP マーケティング（企業間の関係構築） 

エバートン FC×ダヴァンティ社119 

 ダヴァンティ社（タイヤメーカー）は、2017 年にプレミアリーグのエバートン FC（英・サッ

カー）のスポンサーに就任 

 ダヴァンティ社は、チームホームページ、SNS など様々な媒体で同社の露出を増加させること

に加え、エバートン FC のホームスタジアム（グディソンパーク）内にある会議室を利用し、

世界中からディーラーを集めて国際会議を開催 

 ダヴァンティ社のセールスディレクターによると、エバートン FC とのパートナーシップが重

要な役割を果たし、自社製品の展開地域を 15 か国から 60 か国以上に拡大することに成功 

 イギリス国内に主な顧客層が存在するダヴァンティ社にとって、国際会議の場は、海外ディー

ラー向けのマーケティングを行い国外展開の可能性を模索する機会になっているとされる 

クリッパー世界一周ヨットレース×LMAX Exchange120 

 LMAX Exchange は、ロンドンに本社を置き金融機関や機関投資家向けサービスを展開する企業

（主なクライアントは証券会社やヘッジファンド等）。2015 年にクリッパー世界一周ヨットレ

ースに協賛し、開催地におけるレセプション開催権を取得 

 本レースは世界中からレース参加者が集まり、世界の港を転戦する形式。そのため、当社はロ

ンドン、ニューヨークといった金融都市を含む、世界各地においてレセプションを開催 

 レセプションには、レースチームメンバー、LMAX のクライアント（証券会社・ヘッジファン

ド）等を招待。LMAX のクライアントにレースチームメンバー等の富裕層を潜在顧客として紹

介。また、LMAX 社としても新たなビジネスや新規顧客の獲得を図る 

 
118 令和４年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業（スポーツ産業に関する諸外国の動向調査事業）報告書より抜粋 

119 「EVERTON FOOTBALL CLUB AND DAVANTI ANNOUNCE EXPANDED MULTI-YEAR COMMERCIAL PARTNERSHIP RENEWAL（DAVANTI）」（https://davanti-

tyres.com/news/everton-football-club-and-davanti-announce-expanded-multi-year-commercial-partnership-renewal/ 閲覧日 2024/03/15）、「INTERNATIONAL DEALER 

CONFERENCE CATAPULTS DAVANTI INTO PREMIER LEAGUE（DAVANTI）」（https://davanti-tyres.com/news/international-dealer-conference-catapults-davanti-into-

premier-league/ 閲覧日 2024/03/15）、「EVERTON AND DAVANTI EXPAND GLOBAL COMMERCIAL PARTNERSHIP（EVERTON FC）」

（https://www.evertonfc.com/news/1628101/everton-and-davanti-expand-global-commercial-partnership 閲覧日 2024/03/15）、「【メーカー編】小規模メーカーが展開地域を 4

倍に拡大させたスポーツの活用方法とは？（SPOVA）」（https://spovalue.jp/blog/2020/08/19/524/  閲覧日 2024/03/15）、「英国タイヤメーカー、契約チームの本拠地を有効

活用するアクティベーション（SPORTS SPONSOR JOURNAL）」（https://www.sports-sponsorship.jp/2020/03/26_davantis/ 閲覧日 2024/03/15） 

120 「LMAX EXCHANGE  BRAND AWARENESS, BUSINESS DEVELOPMENT, EXPERIENTIAL / ENGAGEMENT, GROWTH, HOSPITALITY（clipperroundtheworld.com）」

（https://www.clipperroundtheworld.com/partnerships/case-study/lmax-exchange 閲覧日 2024/03/15）、 「【海外先進事例】富裕層向けイベントでマイナースポーツを収益化す

る秘策（SPOVA）」（https://spovalue.jp/blog/2021/05/18/2243/ 閲覧日 2024/03/15） 
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 クリッパー世界一周ヨットレースの Web サイトによると、LMAX には以下のような効果があっ

たとされている（以下、抄訳） 

-大会期間中に 229 のクライアントをレセプションに招待 

-LMAX の Web サイトのユニークユーザー数が 20 万増加し、120 万ページインプレッションを

獲得 

-メディアを通して 800 万人以上にリーチ(特に注力市場である中国)  

-ロンドン、ケープタウン、シドニー、青島、ニューヨークでは新規ビジネスの機会を獲得 

F1×シンガポール貿易産業省 121 

 シンガポール貿易産業省は、2008 年より F1 グランプリを招致し観光客を誘致 

 F1 の開催時期に合わせて様々な MICE122 を開催（2023 年度の F１前後の MICE 件数は 28

件）。投資家やビジネスパーソンの集積に成功（100 万円を超える富裕層向けのチケット等も存

在） 

 シンガポール貿易産業省の副長官であるヤップ・チン・シャン氏は、「F1 のような大規模イベ

ントは、主要なビジネスイベントやビジネス旅行者をシンガポールに誘致し、MICE 産業に大

きな利益をもたらしている」と述べている 

NASCAR 123 

• 2004 年、NASCAR（モーターレース）は「B2B カウンシル」と呼ばれるスポンサー企業のた

めの協議会を設立。毎年四半期に 1 度開催され、メンバーとなったスポンサー企業の担当役員

やマーケティング責任者らが一堂に会する機会を提供 

• カウンシルでは、スポンサー各社のマーケティング戦略やそれを具体化したスポンサーシップ

プログラムが共有され、スポンサー企業間でのコラボレーションの可能性が協議 

• 廃棄物処理業者のウェイスト・マネジメント社は、NASCAR の 7 つのレース場と廃棄物処理契

約を結び、年平均 1000 万ドルの増収を実現。NASCAR 公式ハンバーガーを提供するファース

トフードチェーンのチェッカースともごみ処理契約を結ぶことに成功し、ビジネスを拡大 

• 2005 年から NASCAR の公式スポンサーとなったジェット機メーカーのガルフストリーム社

は、2 年で 5 機のビジネスジェットを NASCAR スポンサーに販売することに成功 

マラガ CF124 

 マラガ CF（西・サッカー）は、マラガビジネスクラブを設立し、地元企業にネットワーキング

の機会を提供。地域振興やクラブの協賛金収益の獲得に貢献しているとされている 

 コロナ禍においては、チームの SNS・ウェブサイト、スタジアム内で、地元企業のプロモーシ

ョンを行う、“Playing at Home ”という企画を展開 

 
121 「F1's return boosts Singapore's Mice industry, with 25 major events timed around race period（THE STRAITS TIMES）」

（https://www.straitstimes.com/singapore/consumer/f1s-return-boosts-singapores-mice-industry-heavy-hitting-events-returning-around-race-period 閲覧日 2024/03/15）、

「Strong slate of Mice events around Singapore GP period despite expected fall in race attendance（THE STRAITS TIMES）」（https://www.straitstimes.com/singapore/strong-

slate-of-mice-events-around-singapore-grand-prix-period-despite-expected-fall-in-race-attendance 閲覧日 2024/03/15）、 「シンガポールの政策 令和３年度（2021 年度）改訂

版  一般財団法人自治体国際化協会」（https://www.clair.org.sg/j/wp-content/uploads/2022/03/3e55f69e3347be559bc9bbfe4a6b1465.pdf 閲覧日 2024/03/15） 

122 Meeting（会議）、Incentive tour（報奨・招待旅行）、Conference・Convention（大会・学会）、Exhibition（展示会） 

123 「AD  STUDIES   特集 企業とスポーツのコラボレーション ―スポーツマーケティングの可能性― 財団法人 吉田秀雄記念事業財団」内の記事「米国におけるスポーツマーケティ

ングの現状（鈴木 友也）」（https://www.yhmf.jp/as/.assets/ads_24.pdf 閲覧日 2024/03/15） 

124 「Málaga CF extends reach and promotes local businesses with 'Playing at Home' initiative（LALIGA）」（https://newsletter.laliga.es/global-futbol/malaga-cf-extends-reach-and-

promotes-local-businesses-with-playing-at-home-initiative 閲覧日 2024/03/15）、「ラ・リーガのマラガ、乾所属のエイバルとスポンサー企業を結ぶビジネス交流会を開催｜スポ

ーツビジネス（SPODIGI）」（https://spodigi.com/sports-business/sponsorship/malaga-eibar-business-networking-session/ 閲覧日 2024/03/15） 
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鹿島アントラーズ125 

 2020 年、鹿島アントラーズ（J リーグ）は、地域創生を共に目指す企業と活動を共にする会員

制の組織として、「Antlers Business Club」 を設立。2023 年時点で、茨城県内外の企業 76 社が

加盟 

 企業側が支払う協賛費をイベントの運営資金に充て、ビジネスミーティングや社会貢献活動な

どを実施。クラブを中心に加盟企業の交流を生むことで、新たなビジネス機会の創出等の付加

価値を創出することが目的とされている 

 

  

 
125 「Antlers Business Club website」（https://www.antlers.co.jp/lp/business-club 閲覧日 2024/03/15）、「J1 鹿島、ビジネスクラブ活況 茨城県内外の企業交流 地域創生貢献も

（茨城新聞  2024 年 1 月 15 日）」（https://ibarakinews.jp/news/newsdetail.php?f_jun=17052396241803 閲覧日 2024/03/15） 
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(iii) まとめ 

下図は、国内スポーツに協賛する日本企業のスポンサーシップ満足度を調査した結果を示してい

るが、CSR・地域貢献以外全ての目的に対する満足度が 50%未満であり、スポーツ団体に協賛する

企業の満足度は高くないことが想定される。 

本項の調査結果詳細では主に国外のスポーツ団体がパートナー企業に対して価値を提供している

様々なアクティベーション事例を紹介したが、今後、国内のスポーツ団体においてもパートナー企

業のニーズに応えるアクティベーションを実施していく必要があると思われる。 

 

図 23. 日本企業の国内スポーツへのスポンサーシップ満足度 

（ニールセンスポーツジャパン「スポーツ・スポンサーシップ 実施企業調査 2019」126） 

 

〇アクティベーションのポイント 

海外有識者へのヒアリングからは、アクティベーションの成功要因として、アクティベーション

の目的及び評価手法の明確化、アクティベーション用の予算の確保、権利を活用して新しい取り組

みを行う意識等のポイントが挙げられた。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

【アクティベーションの成功要因】 

• アクティベーションの成功要因は、①権利獲得とは別にアクティベーションの予算を確

保すること、②目的と評価手法を明確にすること、③失敗を恐れず挑戦することの 3 つ

である。 

 
126 ニールセンスポーツジャパン「スポーツ・スポンサーシップ 実施企業調査 2019」（プレスリリース：https://www.netratings.co.jp/news_release/Newsrelease20200309_sports.pdf  

閲覧日：2024/03/19）より図を抜粋。ニールセンスポーツジャパンがネットワークを保有する、国内スポーツへの協賛を実施している国内企業 55 社を対象とした調査結果（調査時

期：2019 年 11 月末～2020 年 1 月 24 日まで。調査方法：ニールセンスポーツジャパンがネットワークを保有するスポンサーシップ実施企業へメールで発信し、インターネットにて

回答。調査対象：企業にてスポーツ・スポンサーシップの実施をしている方（意思決定者を中心に聴取））。※「御社の国内スポーツ・スポンサーシップにおける個別の満足度」

（東京 2020 オリンピック/パラリンピックへのスポンサーシップは除く）という質問項目に対する 5 段階の満足度（N=55。国内スポーツに協賛している企業） 
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• ①について、基本的だが非常に重要な点である。権利獲得に大半のリソースを割いてし

まうと、その後のアクティベーションが限定的になり宝の持ち腐れになってしまう。 

• ②について、目的の明確化は単純なようで難しい。だいたいの企業は、露出が増えれば

売上が上がると考えているがそれほどシンプルではない。また、企業に多く見られるミ

スは、スポンサー開始前の現状調査を怠ることである。例えばブランド向上を目的にス

ポンサーするのであれば、前後の比較をしないと効果検証ができないはずだが、スポン

サー就任後に調査会社に委託する等本質的な検証に至らない事例が多い。効果測定に関

していえば、スポーツの場合“熱量”といった無形の要素が大きく、測定が難しい面も存在

し工夫が必要。前述のとおり SNS 広告などはこの効果測定に長けている。 

• ③について、アクティベーションに成功する企業は、手にする権利を組み合わせて新た

な取り組みに挑戦することが多い。また、仮に初動で想定していた効果が出なくても、

柔軟に対応する傾向がある。この点では、スポンサーシップやマーケティングの専門

家・代理店等を登用することも検討すべきである。 

 

机上調査で把握されたアクティベーション事例においても、例えば、ブランド認知・向上や販

促、新製品の開発等、企業がアクティベーションを実施する目的は多種多様であった。 

下図は企業のスポーツ団体への投資目的及び KPI の一例を纏めたものだが、アクティベーション

を成功させ、企業のスポーツスポンサーシップに対する満足度を向上させるためには、スポーツ団

体に協賛する目的を明確に設定し、投資対効果を検証することが重要と思われる。 

 

表 14. 企業のスポーツ団体への投資目的及び KPI の一例127 

 

 
127 公益財団法人大崎企業スポーツ事業研究助成財団 調査研究事業 調査報告書の内容を基に作成 
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また、下図は日本と海外企業におけるスポンサー権利取得費用（協賛金）とアクティベーション

費用の割合の調査結果を比較したものであるが、日本企業（上段）はアクティベーション費用が協

賛金の 0.4 倍であるのに対して、海外企業（下段）はアクティベーション費用が協賛金の 2.2 倍で

あることが分かる。海外企業と比較して、日本企業ではアクティベーション費用が十分に確保でき

ていない状況であることが推測される。 

 

図 24. 日本（上段）及び海外企業（下段）における権利取得費用とアクティベーション費用の比較 

（ニールセンスポーツジャパン「スポーツ・スポンサーシップ 実施企業調査 2019」128） 

 

そのため、海外有識者へのヒアリングで言及されたように、日本の企業では、権利獲得の費用だ

けではなくアクティベーションの費用も十分に確保していくことが重要となる。例えば、三菱地所

は 2018 年にラグビー・ワールドカップ日本大会のスポンサーに就くと、協賛金の 2 倍のアクティ

ベーション費用を活用して様々なアクティベーションを展開し、自社のブランディング等に結び付

けることに成功したとされている129。 

 

企業側では、アクティベーションに必要な費用に加え、人員も確保することが望ましい。スポー

ツスポンサーシップに知見を持つ人材を雇用することが理想ではあるものの、有識者ヒアリングに

おいて意見が挙がったように、外部の人材やスポーツマーケティング企業を活用することも一案と

考えられる。 

そのうえで、スポンサー企業とスポーツ団体が、協賛の目的に応じたアクティベーションを一緒

に作り上げていくことが重要である。特に、スポーツ団体側では、自チームが保有するアセットや

権利を棚卸し、企業の目的に合致するアクティベーション内容を提案することが肝要と思われる。 

 

近年、SNS やデジタルプラットフォームの普及によって、看板広告等の従来型の露出効果の価値

が相対的に小さくなっている中、スポーツ団体が企業からの協賛を獲得していくためには、アクテ

ィベーションを通じてスポーツスポンサーシップならではの付加価値を提供していくことがより重

要になっていくと思われる。 

 
128 ニールセンスポーツジャパン「スポーツ・スポンサーシップ 実施企業調査 2019」（プレスリリース：https://www.netratings.co.jp/news_release/Newsrelease20200309_sports.pdf  

閲覧日：2024/03/19）より図を抜粋。上段は、ニールセンスポーツジャパンがネットワークを保有する、スポーツ・スポンサーシップを実施している国内企業 57 社を対象とした調

査結果（調査時期：2019 年 11 月末～2020 年 1 月 24 日まで。調査方法：ニールセンスポーツジャパンがネットワークを保有するスポンサーシップ実施企業へメールで発信し、イン

ターネットにて回答。調査対象：企業にてスポーツ・スポンサーシップの実施をしている方（意思決定者を中心に聴取））。下段のグローバル平均は、IEG 2017 Sponsorship 

Decision-Makers Survey（https://www.sponsorship.com/IEG/files/f3/f3cfac41-2983-49be-8df6-3546345e27de.pdf 閲覧日：2024/03/19） を参照しており、「WHAT IS YOUR 

COMPANY’S TYPICAL PROMOTIONAL SPENDING RATIO?」という質問に対する回答の平均値を参照（スポーツスポンサーシップ以外も対象に含むものと推測） 

129 「スポーツ協賛の効果は？ 商品認知度向上、満足は 18%（日本経済新聞 2020 年 3 月 7 日）」（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO56538150X00C20A3UU8000/ 閲覧

日 2024/03/15） 
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(3) サステナビリティに関する情報開示 

昨今、企業が非財務情報を開示する動きが顕在化しているが、欧州においてはスポーツ団体も例

外ではなく、サステナビリティ関連の情報開示を進めている。本項では、欧米のスポーツチームに

おけるサステナビリティに関する情報開示の状況やその背景について記載する。 

 

(i) 英国プレミアリーグにおける開示状況及び背景 

 プレミアリーグのクラブでは、ホームページ上やアニュアルレポートを通じて、サステナビリテ

ィに関する方針やコミットメントや活動状況、CO2 排出量等を公開しているクラブが大半を占めて

いる。また、サステナビリティレポート・チャリティ活動報告書という形で情報開示を行っている

クラブも存在する130。 

 

 

図 25. サステナビリティ情報の開示方法131 

 

プレミアリーグクラブ関係者へのインタビューによると、このような情報開示は ESG、特にサス

テナビリティ関連の取り組みが大きなトレンドとなった 5~6 年前から始まったとのことだった。情

報開示の狙いとしては、スポンサー獲得を積極的に狙うという位置づけのものではなく、あくまで

スポンサー獲得におけるリスクを回避するためのものという意見が聞かれた。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

【サステナビリティ関連の情報開示】 

• 当該領域の取り組みが始まったのは 5~6 年前。欧州では ESG、特にサステナビリティ関

連の取り組みが大きなトレンドになり、その流れがスポーツに押し寄せた格好。 

 
130 本調査では、Manchester City FC（https://www.mancity.com/meta/media/cgpmcj2l/2023-mcfc-sustainability-report.pdf 閲覧日 2024/03/15）, Wolves

（https://wolves.useplaymaker.com/media/rqkpsorz/opop_deck-2.pdf 閲覧日 2024/03/15） 等がサステナビリティレポートを公表しているクラブとして把握（2024 年 1 月時点） 

131 プレミアリーグ各クラブ Web サイト、アニュアルレポート、サステナビリティレポートより 
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• スポーツ組織がサステナビリティ関連の情報開示に取り組む理由は、主に新規スポンサ

ーを獲得する際のリスクヘッジの位置づけ。スポンサーや投資家はクラブ側にサステナ

ビリティーに関するポリシーや戦略を求めている。 

• 私見では、ファンがサステナビリティの取り組みや情報開示を重視するとは考えていな

い。例えばサステナビリティの取り組みが評価されたことで、他クラブのファンが乗り

換えるほどのものではない。 

【スポンサー獲得への影響】 

• 影響はあるが、スポンサー獲得の直接的な理由にまでは至らない。スポンサー企業にと

ってもその重要性はあくまでも一つの要素であり、５つ要素があるとすれば恐らく重要

度は 5 番目だろう。たしかに、スポーツ団体が行っている D&I、平等性、コミュニテ

ィ、環境等の取り組みはスポンサードに当たって考慮されるものの、これらが特に影響

するのはグローバルな大手企業が新規スポンサーを選定する際くらいではないか。昨年

サステナビリティに熱心なグローバル大手企業からスポンサーの打診を受けたが、その

企業ですら最重視したのはファンの数やアプローチできるファン層が主であり、当クラ

ブのサステナビリティ取り組みが対外的に評価されていることは特段話題に上がらなか

った。既存スポンサーは、現状の取り組みに満足しており、特段新たにサステナビリテ

ィ領域の情報開示を求められることはない。 

• また、このような流れは米国のスポーツ界ではほとんど広まっていない。スポーツに限

らず、社会全体として欧州各国は環境問題への課題意識が強い傾向にあり、米国はより

商業的な意識が強い傾向にある。 

 

また、SPORT POSITIVE132は、プレミアリーグに所属する全チームのサステナビリティの取組状

況を可視化、ランク付けする “SPORT POSITIVE LEAGUES”という取り組みを行っている。2019

年から毎年行われている本取り組みでは、13 の観点133から各クラブの情報が WEB サイト上に公開

され134、メディアにも取り上げられている。 

 
132スポーツコミュニティが気候変動やサステナビリティに関する取り組みを推進することを支援する団体 

133 13 項目は以下の通り（Policy and Commitment, Clean Energy, Energy Efficiency, Sustainable Transport, Single Use Plastic Reduction or Removal, Waste Management, Water 

Efficiency, Plant-Based/Low Carbon Food, Biodiversity, Education, Comms & Engagement on Sustainability, Sustainable Procurement, Sponsorship/Ownership） 

134 2024 年 2 月現在、プレミアリーグ以外にも、ブンデスリーガ（独）、リーグアン（仏）、EFL（英下部リーグ）のチームのサステナビリティ関連の情報も公開 
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【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

【リーグや政府等からの働きかけ】 

• リーグは各クラブのサステナビリティ関連の取り組み、情報公開、リーグへの報告を義

務化していると認識している。例えば、SPORT POSITIVE LEAGUES における情報公開

は必須である。また、当クラブをはじめ多くのクラブは従業員の情報やローカルコミュ

ニティーへのインパクト等も公開しているがこれらもリーグから要求されている。 

• リーグが情報公開に取り組む背景として、リーグ自体にスポンサー企業がいることも一

因だが、英国政府の影響が大きい。英国政府は EPL への管理・監督を強めており、リー

グを英国の象徴として国内外の手本になってほしいと考えている。したがって必要な支

援は行うし、政府の方針に従ってもらうよう密接に連携している。特に、近年では、ク

ラブの財務健全性や組織体制を中心にガイドラインや意見書が発行されており、世論を

巻き込み非常に大きなトピックになっている。 

 

2024 年 2 月には、リーグ及びクラブがサステナビリティに関して取り組むべき基準等を記載し

た、Premier League Environmental Sustainability Commitment がリーグのプレスリリースとして出

されており、今後さらにリーグ主導でクラブの取り組みや情報開示が進んでいく可能性も想定され

る。 

 

【Premier League Environmental Sustainability Commitment】（※2024 年 2 月 9 日のリーグプレスリリ

ース139より抄訳） 

• プレミアリーグ所属クラブは、クラブとリーグ全体で環境問題に取り組む最低基準を定めた 

Environmental Sustainability Commitment を導入することに合意した。 

• Environmental Sustainability Commitment において、各クラブが求められる実施事項は以下の

通り。 

(i) 2024/25 シーズン終了までに、環境やサステナビリティに関わる方針を策定する。 

(ii) クラブのサステナビリティ活動を指揮する上級管理職を任命する。 

(iii) 2025/26 シーズン終了までに温室効果ガス（GHG）排出量データセット（スコープ 1、2、3）

を作成すること。また、排出量を測定するためにサッカー界で標準化されたアプローチに取り

組む。 

(iv) プレミアリーグ・サステナビリティ・ワーキンググループ（PLSWG）を通じて、（環境保護に

向けた）行動のための共通のフレームワークの開発をサポートする。 

  

 
139 「Premier League statement  9 Feb 2024（Premier League）」（https://www.premierleague.com/news/3886937 閲覧日 2024/03/15） 
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一方、CO2 排出量等に関しては、Streamlined Energy and Carbon Reporting（SECR）が施行され

ており、2019 年 4 月以降に開始される会計年度から、エネルギー使用量及びエネルギー効率化の

ために実施している活動について開示することが規定され、非上場の大企業、LLP140も対象となっ

ている。 

 

図 28. Streamlined Energy and Carbon Reporting（SECR）の概要 

（環境省 「地球温暖化対策の推進に関する制度検討会」 第２回検討会 参考資料141より抜粋） 

 

プレミアリーグクラブ関係者へのヒアリングからは、CO2 排出量の開示を自チームのみで対応す

ることはリソース面で難しく、大半のクラブチームが外部委託を行っていることも把握された。 

 

【プレミアリーグクラブ関係者へのインタビュー結果】 

【スポーツ組織内のサステナビリティに取り組む体制】 

• スポーツ組織の環境面での活動は多岐にわたり、自組織で全てに対応することは到底不

可能であり、リソースを集中して割くことは費用対効果が良くない。自クラブの場合、

外部企業に委託し、CO2 排出量といった環境関連の数値化を行っている。私見だが、

EPL のクラブの内 75%以上は外部委託しているのではないか。6 大クラブであっても、

恐らく 4 クラブが外部委託しており、サステナビリティに特化した組織を保有している

のは 2 クラブのみと認識している。 

• サステナビリティを重要視する組織では内製化しているところもある。例えば F1 は世界

中でツアーが多く、排気ガスや騒音の問題もあるため、サステナビリティに取り組むチ

ームを組織内に組成し、当該領域の取り組みを重視して行っていた。 

 
140 Limited Liability Partnership：有限責任事業組合 

141 「諸外国の温室効果ガス排出量に関する義務的報告制度等について（株式会社三菱総合研究所）」環境省 地球温暖化対策の推進に関する制度検討会 第２回 資料

（https://www.env.go.jp/content/900448356.pdf 閲覧日 2024/03/15）より抜粋 
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(ii) 欧州各国リーグ（EU）における開示状況及び背景 

【ブンデスリーガ142】 

近年、ブンデスリーガの各クラブにおいてはサステナビリティの取り組みが積極的に行われてい

るが、例えば、ボルシア・ドルトムント等のクラブではサステナビリティレポートを発行するなど

情報開示も行っている。 

 

2022 年 5 月、ドイツフットボールリーグ（DFL）では、ブンデスリーガ 1 部・2 部ライセンス交

付規則として、サステナビリティ基準への準拠を定めた。サステナビリティ基準の義務化は、プロ

サッカーリーグで世界初の取組であり、リーグとしてトップダウンでサステナビリティ関連の取り

組みを主導する狙いがあると推察される。 

ブンデスリーガがクラブに課すサステナビリティ基準は全部で 117 項目あり、39 項目の基準 I と

78 項目の基準Ⅱから構成される（ライセンス交付に際し、基準 I は 2023-24 シーズン、基準Ⅱは

2024～25 シーズンまでに準拠する必要）。基準 I には、サステナビリティ報告書の作成も定められ

ている143ため、今後、ブンデスリーガにおいてもリーグ主導でクラブの情報開示が進んでいくこと

も想定される。 

 

  ブンデスリーガがクラブに課しているサステナビリティ基準の例（基準 I の抄訳） 

- サステナビリティに関する事項がクラブの定款または規則に定められていること 

- サステナビリティレポートが作成されていること 

- 経営陣によるサステナビリティに関する年次での公約がなされていること 

- サステナビリティに関する責任者が存在すること 

- サステナビリティに関する戦略の中に以下を定めていること： 

(1) ビジョン・ミッション（2）注力領域・優先順位（3）ステークホルダーへの対応（4）目標 

- クラブの運営におけるエネルギー消費量を化石燃料と再生可能エネルギーに分けて毎年測定す

ること 

- GHG プロトコルに基づき、スコープ 1・2 におけるクラブ事業活動に起因する温室効果ガス排

出量、およびスコープ 3 におけるクラブに関連するステークホルダーの排出量を 2 年ごとに記

録していること 

- 水の消費量と廃水の発生量を毎年測定していること 

- 廃棄物の削減目標を定めていること 等 

  

 
142 リーグのアニュアルレポート（https://media.dfl.de/sites/3/2023/04/EN_DFL_Wirtschaftsreport_2023_M.pdf 閲覧日 2024/03/15）より作成 

143 基準 I.8  Kommunikation & Transparenz （Communication & transparency） の欄に、Nachweis eines Nachhaltigkeitsberichts（Proof of a sustainability report）という記載が存在 
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【LALIGA】 

LALIGA は、2021-22 シーズンよりリーグに関連する非財務情報の詳細をレポート“Non-

financial information statement”144にて公表している。LALIGA の資料によると、非財務情報の開示

に関する EU の指令を踏まえ、2018 年 12 月にスペインで制定された法律（Law 11/2018 on Non-

Financial Information and Diversity ）に対応することが公表の背景にあったとされている。 

 

また、LALIGA では、2022 年に“Guide to drawing up Sustainability Reports in professional 

football” というクラブ向けのサステナビリティレポートの作成ガイドを策定しており、所属クラブ

に対してサステナビリティ情報の公開を促進している。当該レポートの中では、公開すべき非財務

情報の項目に関する情報（例：ビジネスモデル、環境関連、人的資本関連、人権尊重、贈収賄・汚

職の防止 等）や、クラブ・IF 等の実際の情報公開事例等、クラブがサステナビリティレポートを

作成する際に参考となる情報が掲載されている。 

 

図 29. “Guide to drawing up Sustainability Reports in professional football” の一部145 

 

LALIGA においては、FC バルセロナ、アトレティコ・マドリード、バレンシア CF 等のクラブ

がサステナビリティレポートを公開しているが、今後、他のクラブも公開を進めることも想定され

る。 

  

 
144 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 

145 「Guide to drawing up Sustainability Reports in professional football」（https://assets.laliga.com/assets/2022/04/21/originals/9b5b16e5bb2044e4cf06ccf4e95d96ea.pdf 閲覧日

2024/03/15） 
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【EU において情報開示が進む背景：関連規制】 

上述したように、欧州サッカーリーグではリーグ主導で非財務情報の公開が進んでいるが、その

背景には、欧州の ESG 情報開示の制度化が大きく影響していることが想定される。 

2021 年 4 月 21 日には、欧州委員会が公表した企業のサステナビリティ報告に関する指令

（CSRD：Corporate Sustainability Reporting Directive）案が公表された。CSRD によると、上場

企業、非上場の大企業のうち、総資産 2,000 万ユーロ以上・純収入 4,000 万ユーロ以上・従業員数

250 人以上という 3 基準の 2 つ以上に該当する企業は、当該指令に沿って、今後、非財務データを

公開していく必要がある。現在、EU 内で上場しているサッカークラブは一部146だが、今後、上記

に該当するクラブでは、対応を行っていく必要があると思われる。 

 

表 17. CSRD の適用対象企業、適用開始時期147 

 

 

 
146 ユベントス、AS ローマ、ボルシア・ドルトムント、ラツィオ、アヤックス、ベンフィカ、スポルティング CP、FC ポルトなど 

147 「CSRD（企業サステナビリティ報告指令）対応支援（PwC）」（https://www.pwc.com/jp/ja/services/assurance/sustainability/csrd.html 閲覧日 2024/03/15） 



77 

 

表 18. CSRD における開示要求事項148 

 

  

 
148 「欧州 CSR 政策の動向 ーブリュッセル効果と如何に向き合うかー JBCE(在欧日系ビジネス協議会）事務局長 前田 翔三」より抜粋 

（https://www.bpfj.jp/cms/wp-

content/uploads/2023/03/%E5%9C%A8%E6%AC%A7%E6%97%A5%E7%B3%BB%E3%83%93%E3%82%B8%E3%83%8D%E3%82%B9%E5%8D%94%E8%AD%B0%E4%BC%

9A%EF%BC%88JBCE%EF%BC%89%E8%AA%AC%E6%98%8E%E8%B3%87%E6%96%99%E3%80%8C%E6%AC%A7%E5%B7%9ECSR%E6%94%BF%E7%AD%96%E3%81%

AE%E5%8B%95%E5%90%91%E3%80%8D.pdf 閲覧日 2024/03/15） 
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4. スポーツ産業の成長に関する調査（欧米スポーツリーグに関する調査） 

(1) LALIGA 

(i) 海外展開の目的 

LALIGA リーグ関係者へのヒアリングによると、LALIGA では、2013 年までは各クラブが独自

に海外展開を行う形であったが、2013 年にハビエル・テバス氏が会長に就任して以来、リーグと

して海外展開に向けた施策を積極的に実施するようになった。LALIGA の海外展開の主な目的はプ

レミアリーグに後れを取っていた海外放映権収入の増加であり、市場や人口の規模を考慮して、北

米、中国、中東・北アフリカ等への進出を行った。 

 

結果として、従来クラブが個別に管理していた放映権をリーグが一括して管理するようになった

2015-16 シーズン以降、放映権をパッケージ化することによるリーグ側の交渉力の向上、海外に駐

在するスタッフによる海外メディアへの営業力強化、テクノロジー活用による映像コンテンツの価

値向上等も相まって、海外放映権の大幅な増加に成功している。 

例えば、LALIGA は 2021 年に米国 ESPN 社と 8 年間で計 14 億ドル（年間 1 億 7500 万ドル）の

放映権契約を締結149しており、米国の放送局と米国以外のサッカーリーグの契約としては最大規模

の契約となっている。また、LALIGA のリリース150によると、LALIGA の海外視聴者数は、2015-

16 と比べ 2020/21 シーズンには 30%増加している。 

 

 

図 30. LALIGA の放映権料推移（上段紫：国際、下段赤：国内）151 

 

 

 
149 「ESPN secures “US$1.4bn” La Liga US rights deal until 2029（SportsPro）」(https://www.sportspromedia.com/news/la-liga-espn-tv-rights-usa-bein-sports/ 閲覧日

2024/03/15 ) 

150 「Five years of LaLiga's international expansion with record growth（Global Futbol The LALIGA Newsletter）」 (https://newsletter.laliga.es/global-futbol/five-years-of-laligas-

international-expansion-with-record-growth 閲覧日 2024/03/15)  

151 「From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry」(Stephen A. Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández , Harvard 

Business Review)( https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-a186b6dbdeca.pdf 閲覧日 2024/03/15)  
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【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【海外展開の目的】 

• 端的に言えば収益の向上であり、海外放映権収入に目を付けたことがきっかけである。

ハビエル・テバスが CEO に就任した際、英国プレミアリーグに放映権収益で大きく後れ

を取っていたため、追いつくことを目指し国外展開を開始した。また、それまで個別ク

ラブ管理していた国内外の放映権をリーグに集約した。 

【海外展開地域の選定】 

• 北米、中国、中東・北アフリカを優先したが、これは市場や人口の大きさ等ビジネス観

点である。ニューヨーク、中国、ドバイのオフィスを核に周辺地域への展開を目指し

た。その他、アフリカ向けには南アフリカ、アジア向けにはシンガポールにも拠点を設

けた。その他にはインドにも拠点を作ったが、これは市場の将来性を考慮しての決定だ

った。 

• その他の理由としては、例えばビジネスの中心地であるロンドンでは主に放映権関連の

現地企業との連携、ブリュッセルであれば EU 本部との連携等があげられる。 

 

 

(ii) 海外展開に向けた施策 

① 体制の整備 

LALIGA は、海外展開に当たって海外オフィスの設立や駐在員の派遣といった体制面を整備して

いる。2013 年にはドバイに最初の海外オフィスを開設し、その後、アメリカ、中国、インド、シ

ンガポール、ナイジェリア、南アフリカ、イギリスといった国々に事務所を開設し、2023 年時点

では世界中に 11 のオフィスが存在する152。また、2017 年からは、世界各国に駐在員を派遣する

“LALIGA グローバル”という取り組みを開始し、2023 年時点で 41 か国に 44 人が駐在している。 

LALIGA では、これらの海外オフィス及び各国の駐在員が、マドリードにある LALIGA 本部の国

際課と協働することで海外展開を進めている。 

LALIGA リーグ関係者へのヒアリングによると、こうした海外での現地体制を整えることが、現

地のマーケットや文化、商習慣の違いを理解し、消費者の需要にあったサービス提供や情報発信を

可能にするために重要とのことだった。 

 

 
152 LALIGA の Website によると、以下の都市に海外オフィスを設立。ベルギー（ブリュッセル） インド（ニューデリー） 中国（上海） ナイジェリア（ラゴス） 中国（北京） メキ

シコ（メキシコシティ） 南アフリカ（ヨハネスブルグ） シンガポール（シンガポール） アメリカ合衆国（ニューヨーク） イギリス（ロンドン） アラブ首長国連邦（ドバイ） 

（https://www.laliga.com/en-GB/pressroom/what-is-laliga 閲覧日 2024/03/15） 
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図 31. LALIGA の海外オフィス及び駐在員の在籍場所153 

 

また、LALIGA の非財務情報を公開したレポート154では、LALIGA の従業員は 2021-22 シーズン

には 711 人となっているが、ヒアリングによるとその中で LALIGA の国際課で働く人数は 80 人ほ

どとのことであった。 

 

図 32. LALIGA における従業数の推移155 

 

 

 

 
153 「From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry」(Stephen A. Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández , Harvard 

Business Review)( https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-a186b6dbdeca.pdf 閲覧日 2024/03/15)  

154 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 

155 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 
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【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【現地オフィスの重要性】 

• オフィス立ち上げ当初はスペインからの出向者が中心になるため、従業員のマインドセ

ットにも左右される。現地のマーケットを理解することは非常に重要であり、特にアジ

ア各国では関係と信頼の構築が最重要に考えられている。こうした各地域での文化の違

いとその適応に要するコスト、地域に合わせた事業の重要性は、リーグ本体の理解を得

ることが難しい場合もある。 

• リーグは、自国と他国の文化や商習慣の違いを理解し、オファリングサービスを現地の

需要にあわせて柔軟に変更する必要がある。そのためには、徐々に現地の人材を採用

し、現地スタッフの割合を増やすことが重要だし、業務委託も現地企業に発注すること

が理想的である。例えば、インドオフィスでは現地企業とデジタル、マーケティング、

PR 関連で協働した。現地のスタッフやファン、関係者等から、”リーグが植民地化しよ

うとしているのではないか“と疑問を持たれないようにすることも重要である。 

【現地オフィスの体制と LALIGA 本部との連携】 

• ローカルオフィスの開設当初は週次でマドリードにある LALIGA 本部への報告を行って

いたが、現在では大陸/地域ごとにコーディネーターを配置し、そのコーディネーターが

本部に報告する体制をとっている。 

• 海外展開を担うのはリーグの国際課でおよそ 80 人前後が在籍している認識。ただし、マ

ーケティング、コマーシャル、イベント、コミュニケーション、デジタル関連等、他に

も多くの部門が国際化には関わっている。 

• 地域により異なるが、通常、海外オフィス開設当初は LaLiga 本体が予算を分配する。数

年後、ビジネス部隊が現地にできたタイミングで、現地でお金を稼ぐようにする。 

• また、海外オフィスは現地に法人格を持たないケースも存在する。例えばインドの場合

は現地に法人を作らず、財務上は LaLiga 本体の一部門の位置づけであった。 

 

② メディアとの関係構築 

現地オフィスのスタッフや駐在員は、各国における放映権の交渉やスポンサーシップセールス、

ファン向けのイベント開催やアクティベーションなどを担っているが、LALIGA 関係者へのヒアリ

ングによると、放映権収益獲得のための現地マーケットの理解とメディアとの関係構築が特に重要

とのことだった。 

例えば、LALIGA ではメディア向けに“LaLiga Experience”というプログラムを実施しているが、

これは、現地のメディア、記者、著名なインフルエンサーやジャーナリスト等を LALIGA の試合や

イベントに招待して関係性を築くものである。彼らとの関係性を放映権の獲得につなげ、加えて、

彼らに LALIGA のブランドを国際的に発信してもらうことが主な目的となっている。 
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【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【現地メディアとの関係性構築】 

• （海外スポンサーの獲得はどのように考えているか。） 

基本的には放映権が優先である。海外に拠点を作り現地に職員を派遣することも、放映

権収益獲得のために重要である現地のマーケット理解と放送局との関係構築が主な目的

である。ただし、その中で現地企業との繋がりや機会が顕在化した際には、ローカルス

ポンサーを獲得することはある。 

• 現地メディアとの関係性の強化を重視した。特に重要視する地域では、メディアだけで

なく、マーケティング会社、代理店とも連携を強化した。新聞やテレビ局など伝統的な

メディアとも関係を構築したが、これは SNS ではカバーできないファン層を獲得するこ

と、ファン向けのイベントを開催するうえで重要だった。また、“LaLiga Experience”と

いったメディア向けの施策を行い、記者や著名なインフルエンサーを LALIGA の試合に

招待し関係性を築くような施策も行っていた。 

• 現地大使館や Instituto Cervantes（スペイン語の教育と文化の普及を目的とした国営施

設）等の政府系機関と密接に連携していた。財政的な支援は受けていなかったが、現地

のステークホルダーとの関係構築のうえでは有効だった。また、海外記者を招く際のビ

ザ手配、現地でイベントをする場所の手配、（サッカー・LaLiga の普及を目的とした）サ

ッカーに関する用語集・辞書作り等で協力を得ることができた。 

 

また、現地メディアとの関係を構築するもう一つの目的として、現地でのファン向けイベント

の開催が挙げられた。特に、LALIGA では、世界で最も人気のある 2 クラブ、レアルマドリード

と FC バルセロナのダービーマッチ、エル・クラシコに関するイベントの実施等、現地ファン向

けの取り組みを積極的に開催している。リーグの公表資料156によると、2021-22 シーズンには、

世界中で 1,501 回のアクティベーションを実施したとされている。 

例えば、2016 年に設立されたインドオフィスでは、現地でのサッカーの普及、認知度の向上の

ために、パブリックビューイング、サッカースクール事業、女子サッカー普及のための財団設

立、フェイスブックにおける LALIGA シーズン全試合の無料放送、サッカーに関する用語集・辞

書作り等、様々な取組を展開している157。 

 

 

 

 
156 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 

157 From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry（Stephen A. Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández  Harvard 

Business Review） （https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-a186b6dbdeca.pdf 閲覧日 2024/03/15） 
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【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【現地におけるイベント開催】 

• LaLiga の現在地は、英国プレミアリーグに次いで世界 2 位だと考えている。こうした現

在地を理解したうえで、各種国際展開やプロモーションを行っている。LaLiga の強みは

レアルマドリード vs FC バルセロナのクラシコであり、関連イベントに関しては海外で

も英国プレミアリーグを上回る集客を誇る。なるべく多くのファンと接点を持つことが

重要であり、大規模と小規模イベントを組み合わせたり、マネタイズ重視のイベントと

体験重視のイベント（著名引退選手と会えるイベント等）等を組み合わせることも肝要

である。 

 

 

③ デジタル施策 

リーグ関係者からは、LALIGA が SNS やデジタルコンテンツを活用したファンエンゲージメン

トを積極的に推進していることが把握された。LALIGA のプレスリリースによると、リーグとし

て、Twitter や Instagram、TikTok など 17 の SNS を運用し、中国語、アラビア語、フランス

語、英語など計 20 の言語を用いて、海外ファンに向けた情報発信を行っている158。2023 年には

SNS フォロワー数が 2 億人に到達しており、世界のサッカーリーグでは最多、スポーツ団体の中

では NBA と UEFA チャンピオンズリーグに次いで 3 番目の数値となっている159。 

 

 

図 33. 2021-22、2022-23 シーズンの欧州サッカーリーグ SNS フォロワー数160 

 

また、2019 年に「LALIGA＋」と呼ばれる、サッカー以外のスポーツも視聴可能なプラットフ

ォームを導入した。加えて、2022 年には東南アジアで「LALIGA パス」というサービスを開始

 
158 リーグプレスリリース（ https://newsletter.laliga.es/global-futbol/five-years-of-laligas-international-expansion-with-record-growth 閲覧日 2024/03/15 ）より 

159 「From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry」（Stephen A. Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández  Harvard 

Business Review） （https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-a186b6dbdeca.pdf 閲覧日 2024/03/15） 

160 「From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry」（Stephen A. Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández  Harvard 

Business Review）（ https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-a186b6dbdeca.pdf  閲覧日 2024/03/15） 



84 

 

し、各国向けにカスタマイズされた独占コンテンツや現地語でのサービス提供を行っている161。 

LALIGA では、より効果的に現地ファンへの情報発信を行うために、前述した世界各地の駐在

員から得られる情報とデジタルの専門家チームの知見を上手く組み合わせている。特に、2013 年

のハビエル・テバス会長の着任をきっかけとして、リーグとしてデジタル人材の登用やテクノロ

ジーの活用を積極的に推進しているが、2021 年には LALIGA TECH を設立してデジタル面での

取組を更に強化している。 

 

また、リーグとして、映像コンテンツの質を向上させるための取組にも注力している。例え

ば、高品質な映像の制作、スタジアムへのドローンや空中カメラの導入による 360 度リプレイの

導入、 データ分析システム Mediacoach のリアルタイムスタッツとの連携等、ファンの視聴体験

向上のために投資を行っている162。 

その他、LALIGA は eSports への投資も積極的に進めている。2018 年 11 月には、e スポーツの

コンペティションである eLALIGA を開催し、主に若いファン層を中心とした新規ファンへのリ

ーチを目指している。 

 

2016 年に、マイクロソフトとの契約を締結して以来、テクノロジーに関連する企業とのスポン

サーシップも増加している。近年では、Sorare、 Dapper Labs、 Socios.com といったデジタル資

産を取り扱う企業とのパートナーシップを締結し、2023-24 年シーズンからはリーグのメインス

ポンサーにゲーム企業の EA スポーツが就任している163。 

 

【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【デジタルコンテンツへの注力】 

• デジタルコンテンツや SNS に力を入れており、この領域では英国プレミアリーグを上回

る投資を行っている。インド国内の純粋なファン数については、LaLiga よりも英国プレ

ミアリーグの方が多いと思われるが、インドにおける LaLiga の Facebook, Instagram は

合わせて 700 万人のフォロワーが存在し、英国プレミアリーグを 2 倍上回っている。 

• デジタル、SNS でのファン獲得は重要だが、プロダクト、すなわち試合やリーグとして

の魅力がないと意味がない。以前、LaLiga ではバルセロナとレアルマドリードにプロダ

クトの魅力が集中しており、リーグ全体としての魅力には欠けるという課題があった。 

 

  

 
161 「LaLiga Pass debuts in Indonesia and Thailand（LALIGA）」（https://www.laliga.com/en-GB/news/laliga-pass-debuts-in-indonesia-and-thailand  閲覧日 2024/03/15） 

162 「What is LALIGA?（LALIGA Website）」（https://www.laliga.com/en-GB/pressroom/what-is-laliga 閲覧日 2024/03/15） 

163 「La Liga signs “revolutionary” five-year deal with EA（INSIDER Sport）」（https://insidersport.com/2023/07/06/la-liga-signs-fve-year-deal-with-ea/ 閲覧日 2024/03/15） 
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④ スポンサーシップアクティベーション 

ヒアリングにおいては、国際化の取り組みの主目的は放映権収益の獲得だが、現地企業との協

働機会があり機会が顕在化した際にはスポンサー獲得に結び付いているとのことであった。2013-

14 シーズン、リーグとしての 9 つの企業とスポンサー・ライセンス契約を締結していたが、

2021-22 シーズン終了時には 51 の企業との契約を締結しており、その内の多くを海外企業が占め

ている（下図参照）。放映権料と比較すると金額は少ないが、リーグのスポンサー収益も 2015-16

シーズンの 50 ミリオンユーロから、2021-22 シーズンには 132 ミリオンユーロと 2 倍以上に拡大

している164。 

また、リーグ関係者によると、グローバルスポンサーは海外におけるマーケットでのプレゼン

スの向上、顧客等のステークホルダーとの関係構築等のためにアクティベーションを重視してい

るとのことだった。LALIGA の公表資料165によると、LALIGA は AMAZON といったグローバル

スポンサーとアクティベーションを実施しており、LALIGA のクラブにとっても海外の顧客にリ

ーチする機会となっている。 

 

図 34. LALIGA がスポンサー・ライセンス契約を締結する企業数の推移 

（2013-14、2021-22 シーズンの比較）166 

 

【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【スポンサーアクティベーション】 

• （海外スポンサーの獲得はどのように考えているか。） 

基本的には放映権が優先である。海外に拠点を作り現地に職員を派遣することも、放映

権収益獲得のために重要である現地のマーケット理解と放送局との関係構築が主な目的

である。ただし、その中で現地企業との繋がりや機会が顕在化した際には、ローカルス

ポンサーを獲得することはある。 

 
164 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 

165 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 

166 「Non-financial information statement 2021/22 SEASON」（https://assets.laliga.com/assets/2023/01/19/originals/0b3aad171f1e5303217b45591084a16f.pdf 閲覧日

2024/03/15） 

レポートによると、LALIGA として、企業の立地等によってスポンサー企業を Global（グローバル）、 National (スペイン)、Regional (海外) と 3 つに区分している 。 
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• グローバルスポンサーはマーケットでのプレゼンスの向上、顧客等のステークホルダー

との関係構築等のためにアクティベーションを重視している。グローバルスポンサーか

らは海外でアクティベーションをしてほしいとの要望を受けることが多く、海外でのア

クティベーションはリーグよりも企業起点となることが多い。大規模な企業には通常ス

ポンサーシップを専門に扱う部署が存在しており、当該部署とやり取りすることが多

い。 

• アクティベーションの事例として、例えばファンを対象にしたイベント等があるが、近

年ではよりデジタル領域にシフトしている。リーグとしては海外でのアクティベーショ

ンに必要なリソースを事前に計画策定し準備するようにしている。 

 

⑤ その他の施策（合弁企業設立、LALIGA Boost） 

LALIGA は国際戦略の一環として、主要な海外市場で合弁企業を設立している。 

例えば、2018 年には、米国の Relevent Sports（スポーツメディア企業）と合弁企業を設立した。

LALIGA の資産を活用し、米国とカナダにおけるサッカー文化育成に注力（ユースアカデミー、コ

ーチ育成、マーケティング契約、エキシビションマッチ興行等）することに加え、現地興行も積極

的に開催している167。 

また、2022 年 11 月には、e スポーツ・ゲーム企業であるギャラクシー・レーサーとの合弁企業

を設立している（両団体が 50％ずつ出資）。MENA とインドでの LALIGA のビジネス展開、ファ

ン層（特に 30 歳以下）の取込が目的とされており、15 年間という長期間の契約を通じて 30 億ユ

ーロ以上の売上を生み出すことが想定されている168。 

 

また、近年、リーグ主導で実施している事項としては、2021 年 12 月に実施された LALIGA 

Boost が挙げられる。これは、CVC キャピタル・パートナーズ（PE ファンド）が、LALIGA に 19

億 9400 万ユーロを出資し、クラブ及びリーグの成長を加速させることを目的とした取り組みであ

り169、CVC による出資金額の 70%が商業面（海外展開、ブランド、イノベーション、テクノロジ

ー、人材採用等）、15%が選手の獲得資金、15%が負債・借入金の返済に活用される170契約となっ

ている。 

 
167 「LaLiga and RELEVENT partner to promote soccer in the US and Canada（LALIGA Website）」（https://www.laliga.com/en-GB/news/laliga-and-relevent-partner-to-

promote-soccer-in-the-us-and-canada 閲覧日 2024/03/15）「From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry」（Stephen A. 

Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández ,  Harvard Business Review） （https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-

a186b6dbdeca.pdf 閲覧日 2024/03/15） 

168 「LaLiga teams with Galaxy Racer to transform the sports media scene in MENA region and Indian Subcontinent（LALIGA Website）」（https://www.laliga.com/en-

GB/news/laliga-teams-with-galaxy-racer-to-transform-the-sports-media-scene-in-mena-region-and-indian-subcontinent 閲覧日 2024/03/15） 

「LaLiga targets €3bn windfall from Galaxy Racer JV（Sportspro）」（https://www.sportspromedia.com/news/laliga-galaxy-racer-joint-venture-esports-mena-indian-subcontinent/ 

閲覧日 2024/03/15） 

169 CVC キャピタル・パートナーズとしては放映権料の一部を獲得する契約とされている 

170 「From a Soccer Competition Organizer to a Global Player in the Sports and Entertainment Industry」（Stephen A. Greyser, Kenneth Cortsen, Juan Fuentes Fernández ,  Harvard 

Business Review） （https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/24-009_2c6ecf1b-a325-4101-8a04-a186b6dbdeca.pdf 閲覧日 2024/03/15） 

「LaLiga and CVC sign agreement to set project Boost LaLiga (“LaLiga Impulso”) in motion（LaLiga）」（https://www.laliga.com/en-GB/news/laliga-and-cvc-sign-agreement-to-

set-project-boost-laliga-laliga-impulso-in-motion 閲覧日 2024/03/15） 
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リーグ関係者によると、ブランドが確立しており予算も潤沢である FC バルセロナとレアルマド

リード以外のクラブチームは、リーグと連携して海外展開を進めているとのことであった。チーム

として、海外展開のための予算・人員等のリソース不足や認知度の低さ等を補うために、各地に拠

点を有するリーグと連携する必要性が高いことが推察される。 

また、ヒアリングにおいては、小規模なクラブが海外展開を行うためには、例えば、アカデミー

事業を通じた普及による認知度向上といった地道な取り組みが重要という意見も挙げられた。 

 

【LALIGA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

【クラブとの連携】 

• FC バルセロナとレアルマドリードはブランドも確立しており予算も潤沢なため独自に海

外展開に取り組むことができるが、それ以外のクラブはリーグと連携している。リーグ

は、クラブに対して海外でのプレゼンスを向上させることの重要性を促しているが、同

時に過度な海外展開にも注意している。 

• 海外に進出すれば、企業スポンサーが増えると考える小規模クラブもあるが、これは大

きな間違いである。一方的なスポンサー営業をしたところで、知名度の無いクラブは海

外企業からは相手にされないため、例えばアカデミーを通じて普及に力を入れるなど地

道な取り組みを促している。リーグとしては機会を最大化する支援をしており、例えば

小規模なクラブでも日本人選手の獲得をきっかけにビジネスチャンスを見出したクラブ

も存在する。 
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(2) NBA 

(i) 海外展開の目的 

NBA は、4 代目コミッショナーであるデビッド・スターン171の時代から国際市場開拓を進めてい

る。例えば、1992 年にバルセロナ五輪で初めて NBA の現役選手の参加を認めることで国際的な認

知度向上を図ったり、同年には香港に初の海外オフィスを設置している。 

NBA の Web サイトによると、2024 年 2 月時点で、NBA は世界の 17 都市に海外オフィスを設

立しており、国外展開を重要視していることが分かる。 

 

表 19. NBA の海外オフィスの立地都市172 

NBA アフリカ ダカール、ヨハネスブルク、ナイロビ、ラゴス 

NBA アジア 香港、マニラ、シンガポール 

NBA カナダ トロント、オンタリオ 

NBA 中国 北京、上海 

NBA ヨーロッパ ロンドン、マドリード 

NBA インド ムンバイ 

NBA ラテンアメリカ メキシコシティ、サンパウロ、リオデジャネイロ 

 

NBA リーグ関係者へのヒアリングでは、NBA の海外進出の目的173として、グローバルでの物

販・ライセンス収益、スポンサー収益の獲得等との意見が聞かれた。 

例えば、2017-18 シーズンに締結したリーグとナイキのパートナーシップは 8 年間で 10 億ドル

の価値があるとされており174、2024 年にエミレーツ航空と締結した契約は 5 年間で 5 億ドルであ

ったと報道されている175。エミレーツ航空とのパートナーシップを締結するために、NBA がドバ

イでプレシーズンマッチを行っているというヒアリング内容からは、重要な海外市場に対して

NBA が戦略的に行動していることが伺える。 

また、海外興行等の海外展開の取り組みは、リーグ主導で行うことでメリットを最大化し、そ

の利益をチームに対して還元することが重要とのことであった。 

 

【NBA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• 物販とライセンス収入も非常に重要な要因。NBA の商品は世界中でイメージが良く、“か

っこいい”存在になっており、売上に大きな貢献をしている。その背景として、長年のブ

ランディングが功を奏している。 

 
171 1984 年～2014 年に NBA コミッショナーとして在籍 

172 NBA Web サイト（https://careers.nba.com/locations/  閲覧日 2024/03/15） 

173 NBA Web サイト（https://careers.nba.com/locations/ 閲覧日 2024/03/15）には、海外オフィスを設置する目的として、「世界中で NBA のイベントを開催すること、地元企業

とのパートナーシップ機会を創出すること、地域のライセンシーとのマーチャンダイジング戦略を開発すること、国際的な放映権パッケージを販売すること、国際的なマーケティン

グおよびメディアとの関係を管理することを通じ、グローバルに NBA を成長させること」という記載がある 

174 「Nike Signs Unprecedented NBA Deal（Footwear Distributors & Retail of America）」（https://fdra.org/latest-news/nike-signs-unprecedented-nba-deal/ 閲覧日 2024/03/15） 

175 「NBA In-Season Tournament renamed 'Emirates NBA Cup' after $500,000,000 partnership – All you need to know（Sportskeeda）」

（https://www.sportskeeda.com/basketball/news-nba-in-season-tournament-renamed-emirates-nba-cup-500-000-000-partnership-all-need-know 閲覧日 2024/03/15） 
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• スポンサーシップ収入も重要視している。今年に入りエミレーツ航空とのスポンサー契

約を締結したがその規模は国内外企業を問わず、NBA にとって過去最大級の大型契約で

ある。NBA ではドバイでプレシーズン試合を行っており、重要な市場ととらえている。

他にもパリ、アブダビ、東京等、いくつかのマーケットは重要拠点と考えており、試合

を行うことでスポンサー収入に加えてチケットの売上も発生する。こうした大きな取り

組みはチームではなくリーグ規模で行うことで、メリットの最大化を狙えるが、その利

益をチームに還元することも言うまでもなく重要である。 

• NBA の売上は一定の割合が NBAPA に入る仕組み。したがって選手の存在は大きく、リ

ーグ・選手の双方にメリットが生まれる海外展開を行う必要がある。 

 

 

〇海外展開の成功要因（ブランディング） 

NBA の海外展開が成功した要因について、リーグ関係者からは、先ずリーグ主導で海外ファン

との接点を構築すること、そのうえでブランディングを行い、NBA を「良いイメージ」とともに

認知してもらうことの重要性が挙げられた。また、最近の海外ファンは「個別チームのファン」で

はなく、「NBA のファン」になる傾向が強いことから、チーム個別のエンゲージメントではなく、

リーグ及び選手に軸をおいたエンゲージメントを行うことが重要とのことだった。 

 

【NBA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• 理想的な国際展開のステップとしては、①デジタルのエンゲージメントを増やすこと、

②ロイヤルティーの構築、③マネタイズの順番である。 

• ①エンゲージメント（消費者との接点の構築）： 

デジタルコンテンツでは単に字幕をつけるだけでなく内容のローカライズも行う。例え

ば日本であれば、日本の祝日に合わせたコンテンツを SNS で発信するなど、ローカルの

ファンに受け入れてもらう努力をしている。 

• ②ロイヤルティーの構築： 

①が消費者との接点構築だとしたら、②は NBA というブランドに対する関与度を増やす

ことを狙っている。言い換えれば将来的にお金を払ってくれるファンを増やすこと。フ

ランスの NBA ファンは年間 300 Euro を NBA に支出しているというデータがあるが、こ

れはフランスの国内リーグに払う支出を上回る。こうした取り組みでは、チームによる

エンゲージメントではなくリーグと選手に軸をおいたエンゲージメントが重要。 

最近の調査では、海外の NBA ファンは特定のチームではなく複数のチームをフォローす

る傾向にあることが分かっている。ひと時代前は、「スポーツファン」は「一つのチーム

を応援する熱狂的なファン」であり、チーム主軸のエンゲージメントが有効だったが、

最近のファンは平均 4 チーム前後を応援している。こうした価値観に対応するために

も、エンゲージメントの仕方や範囲は変わってきている。 
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• ③マネタイズ： 

例えばアカデミー事業でいえば、多くの子供たちが大金を払って NBA のクリニックに参

加する。なぜかといえば①＋②を通じて NBA が“よいイメージ”とともに認知されている

からである。サッカーのリーグはまずマネタイズ施策から入る傾向にあるが、私見では

これは間違いだと思う。リーグは十分な認知度があるとの思い込みで取り組みを進める

が、特にアジアでは認知度が不十分な地域も多々あり、最初からアカデミー等の事業を

行っても成功するのは難しい。ブランドの構築が最重要であり、これさえうまくいけば

放映権・スポンサー収入等あらゆる領域でのマネタイズが容易になる。 

 

上記の有識者へのインタビューにおいても言及のある通り、NBA は中国での市場拡大に早くか

ら注力しており、1990 年前後から NBA の認知度やブランドを向上させ、収益化に結び付けてい

る。先述した通り、NBA は 1992 年に香港に最初の海外オフィスを設置しているが、1990 年頃か

ら中国の公共放送局（CCTV）での放映によって露出を拡大している176。その後、放映事業の拡大

やアカデミー事業の実施、2000 年代の中国人 NBA 選手の姚明の活躍、2004 年から始まった NBA

の中国興行等を通じて、放映権収益やスポンサー収益、物販収益等を拡大させている。 

例えば、NBA は中国の大手テクノロジー企業であるテンセントと 2009 年からデジタルパートナ

ーの契約を締結している177が、2019 年に独占的なデジタルパートナーとして契約を延長した際、5

年間で計 1.5 ビリオンドルを獲得したと報道されている178。 

 

【NBA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• 一つの事例として、例えば NBA は中国でのプレゼンスが高い。一般的に、ヤオ・ミンが

ヒューストンロケッツにドラフトされたことが大きな要因と考えられているが、実際に

はその前からリーグ主導で行ってきたことの成果だと考えている。メディア、スポンサ

ー、オペレーション、タレント発掘、ビジネスサイズ等様々な観点からリーグにとって

最適な市場を考えており、このような観点による分析のもと、リーグが選手を軸にブラ

ンディングを行うことを重視している。クラブ主導で行う場合、選手が移籍する場合に

アクティベーションが止まってしまうこと等、リスクが大きい。 

• アフリカも同様。現在 NBA ではアフリカ各国にゆかりのある選手が活躍しており、これ

がアフリカでのビジネスに貢献しているが、リーグとして以前から市場の将来性に期待

していた。当初は NBA が先駆けの存在であったが、現在では NFL や EPL もアフリカへ

の進出に取り組んでいる。NBA として先見性を持って海外開拓することは非常に重視し

ている。 

 
176 「NBA: THE SUCCESS OF PERMANENT INNOVATION（Barca Innovation Hub）」（https://barcainnovationhub.fcbarcelona.com/blog/nba-the-success-of-permanent-

innovation/ 閲覧日 2024/03/15 ）、「How the 1992 Dream Team sparked global NBA fandom（ESPN）」（https://www.espn.com/nba/story/_/id/27521453/how-1992-dream-

team-sparked-global-nba-fandom 閲覧日 2024/03/15） 

177 「NBA, Tencent announce five-year partnership expansion（NBA）」（https://www.nba.com/news/nba-tencent-announce-partnership-expansion-release 閲覧日 2024/03/15） 

178 「NBA eyes Chinese growth in five-year, US$1.5bn Tencent extension（SportsPro）」（https://www.sportspromedia.com/news/nba-tencent-china-live-streaming-social-video-

partnership-extension/ 閲覧日 2024/03/15） 
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(ii) 海外展開に向けた施策 

本パートでは、リーグの海外展開に際して、海外ファンとの接点構築、ブランディング等のため

に NBA が実施した施策例を 4 つのカテゴリーに整理して記載する179。 

 

① バスケットボール競技人口の増加 

NBA は欧州、アフリカ、メキシコ、中国など世界各地で子供向けのバスケットボール教室や大

会を行なっている。現地の子供たちを中心として接点を創出することで、競技人口増加、将来的に

はコアなファン層の拡大や優秀な選手発掘につなげることが目的と推察される。 

 

• Basketball without Borders （BWB：バスケットボール・ウィズアウト・ボーダーズ）180 

- 2001 年、“Basket without Borders”を FIBA と共同で設立。子供向けのバスケットボール

キャンプ及びコミュニティ支援プログラムを世界中で開催（48 都市 33 か国で 72 のキ

ャンプを開催） 

- NBA のプレスリリース181によると、2001 年以来、134 の国と地域から 3900 人以上が参

加し、105 人の元参加者が NBA または WNBA でプレーしている（2023 年 2 月時点） 

• NBA バスケットボールスクール182 

- 6 歳から 18 歳までのアメリカ国外の男女プレーヤーを対象とした育成プログラム。アル

ゼンチン、オーストラリア、ブラジル、中国、ドミニカ共和国、ギリシャ、インド、イ

タリア、ヨルダン、クウェート、リトアニア、メキシコ、スペイン、ウルグアイ、UAE

で開講 

- バスケットボールのスキル、コート上でのトレーニング、体力向上及びコンディショニ

ング等を、NBA のスタッフ及び各国の地元のコーチが指導 

 

② 興行による露出増加（メディア・現地興行） 

テレビや NBA リーグパス等による試合配信によって国外ファンへのリーチを行っている。 

また、プレシーズンマッチ等の現地興行をリーグ主導で実施している。 

 

• テレビでの放映 

- 例えば、中国市場に関しては 1990 年前後から CCTV（国営の公共放送テレビ局）で放

映が開始し、NBA 認知度の向上に貢献183 

- 1999 年、アメリカのケーブル・衛星 TV 放送である NBA TV が開局。NBA レギュラー

 
179 本パートのカテゴリーについては、NBA Web サイトや報道等の公開情報を基に作成したものであり、NBA の公式見解ではないことに留意。また、施策については本事業のデス

クトップ調査で把握できた範囲の内容であることに留意 

180  NBA Website より （https://bwb.nba.com/ 閲覧日 2024/03/15） 

181 「AT&T WNBA ALL-STAR 2023 IN LAS VEGAS にて初となる女子選手のみの Basketball Without Borders Global Camp を開催 日本からは 2 名の選手が参加（The Sporting 

News）」（https://www.sportingnews.com/jp/nba/news/wnba-all-star-2023-basketball-without-borders-global-camp-all-girls/sovfu2bsqoiomcwhooo03roh 閲覧日 2024/03/15） 

182 NBA Website より（https://nbaacademy.nba.com/nba-basketball-school/ 閲覧日 2024/03/15） 

183 「NBA: THE SUCCESS OF PERMANENT INNOVATION（Barca Innovation Hub）」（https://barcainnovationhub.fcbarcelona.com/blog/nba-the-success-of-permanent-

innovation/ 閲覧日 2024/03/15）、「How the 1992 Dream Team sparked global NBA fandom（ESPN）」（https://www.espn.com/nba/story/_/id/27521453/how-1992-dream-

team-sparked-global-nba-fandom 閲覧日 2024/03/15） 
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シーズン、オールスターゲーム、プレーオフ、ファイナルやダイジェスト、過去の試合

等を配信 

• 海外での現地興行 

- 1990 年頃より海外興行が実施されるようになり、主にヨーロッパ、アジア、中南米等で

開催。2004 年に初めて上海と北京で現地興行が開催されて以降、中国でのプレシーズン

マッチも積極的に開催。近年は、UAE やメキシコ、フランス等で開催 

 

③ NBA で活躍する外国籍選手を増やすための施策  

外国人選手を増やすために、欧州・アジア・アフリカ・南米各国で選手育成・発掘のためのアカ

デミーやコーチ指導等を積極的に実施している。NBA 全 30 チームにおける 2023－24 シーズン開

幕ロスターでは、全選手の約 3 割弱の 125 人がアメリカ以外の外国籍出身の選手184となっている。

リーグ関係者へのインタビューでも、海外展開においては選手を軸としたブランディングが重要で

あるという意見が挙げられた。 

• NBA アカデミーの設立（タレント発掘）185 

- アメリカ国籍以外の高校生年代の有望選手に対して通年の育成プログラムを提供する取

組。NBA アカデミーは、オーストラリア、インド、メキシコ、セネガルに存在し、各国

や各大陸から有望な選手が集められ育成される。グローバルなスカウトネットワーク、

世界中の競技連盟、Basketball without Borders・NBA バスケットボールスクール等の普

及事業との連携を通じて、有望な選手の発掘に注力 

• 選手スカウティング 

- 将来的にリーグに所属する可能性がある他リーグの選手について、スカウティングを目

的としたデータ収集や在籍選手のデータと組み合わせた分析をテクノロジーを活用して

実施186 

 

④ デジタル戦略187 

2014 年にアダム・シルバーがコミッショナーに就任して以降、デジタルを軸としたファンエン

ゲージメント施策を積極的に展開している。リーグの方針としても、自らを国際的スポーツ組織か

つメディア企業と位置付け、世界中のファンのニーズに答える姿勢を明確に打ち出している。 

• NBA デジタルの設立 

- ターナー（Warner Bros.傘下のメディア企業）との共同出資により、デジタルアセット

を管理する NBA デジタルを設立。NBA ホームページやアプリ、OTT 等を開発（2022

 
184 「NBA の今季開幕ロスターに外国籍出身選手が計 40 の国と地域から史上最多の 125 人を記録（Basketball King）」

（https://basketballking.jp/news/world/nba/20231025/457485.html 閲覧日 2024/03/15） 

185  NBA Website より（https://nbaacademy.nba.com/ 閲覧日 2024/03/15） 

186 令和４年度 スポーツ産業の成長促進事業 「スポーツ×テクノロジー活用推進事業」 委託事業成果報告書 より 

https://www.mext.go.jp/sports/content/20230615-spt_sposeisy-000030430_04.pdf 閲覧日 2024/03/15 

187 下記プレスリリース等 NBA Web サイトを参考に作成 

「NBA delivers record-breaking season across social, digital platforms（NBA）」（https://www.nba.com/news/nba-social-digial-platforms-record-season-2022-23  閲覧日

2024/03/15） 
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年 9 月にローンチした NBA App は、2022-23 シーズンに 10 億回以上の動画視聴を記

録） 

• NBA 2K League の発足 

- アメリカのゲーム会社 Take-Two Interactive との共同出資により NBA の e スポーツリ

ーグである“NBA 2K League” を発足し、e スポーツへの投資も実施 

• NBA リーグパス 

- タブレットやスマートフォン用のアプリケーションを通じ、NBA の全試合やハイライト

等、様々なコンテンツを視聴可能なストリーミングサービスをリリース 

- ファンデータを活用してコンテンツ企画や制作を行うことで、ファンの好みに沿ったコ

ンテンツを配信 

• SNS の活用 

- SNS アカウントの拡充、選手へのソーシャルメディア活用に向けた支援や教育を実施 

 

NBA はテクノロジー企業とパートナーシップを締結することによって、取得した NBA のファン

データをコンテンツの企画・制作・発信に活用している。例えば、NBA は 2020 年 4 月にマイクロ

ソフトとパートナーシップを締結しているが、マイクロソフトのクラウドサービス「Microsoft 

Azure」を活用し、ファンに向けてカスタマイズされたコンテンツの作成を行っている。 

 

 
図 35. NBA と Microsoft の提携事例（Microsoft Azure の導入事例） 

（令和 4 年度 スポーツ庁スポーツ×テクノロジー活用調査事業 報告書188より） 

 

 
188 https://www.mext.go.jp/sports/content/20230615-spt_sposeisy-000030430_05.pdf 閲覧日 2024/03/15 
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リカの経済発展というという大義名分に賛同していること、アフリカ市場の将来性を考慮している

ことが示唆された。 

 

【NBA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• まず NBA Africa と BAL が異なる団体であることを理解する必要がある。NBA Africa

は、いわゆる海外オフィスであり、NBA Mexico 等と同じ位置づけ。例えば現地メディア

との関係構築や収益拡大、NBA International Game 開催時の対応等を行う。 

• BAL がこれらと異なるのは、BAL はリーグそのものであること。NBA でいえば、女性

版 NBA の WNBA があるが、これと同列の位置づけである。BAL は FIBA とのパートナ

ーシップで組成されたリーグであり競技普及の要素も持っているが、クローズド型のリ

ーグでビジネスとしては NBA のモデルに近い。一方で NBA と異なる点もいくつかあ

り、チームの構成は UEFA Champions League のような形式をとっている。具体的には

アンゴラ、モロッコ、チュニジア、エジプト、セネガル、ルワンダの各地区王者 6 チー

ムと予選を勝ち抜いた 6 チームにより試合が行われる。また、各地を回るキャラバン的

なフォーマットであり、この点ではモーターレースの興行等と似ている。 

• このような形式をとった理由は、より広域な範囲で選手のタレント発掘を行うためであ

る。現在 NBA で活躍する Joel Embiid や Pascal Siakam はカメルーン、Giannis 

Antetokounmpo はナイジェリア出身であり、アフリカ出身の選手は歴代も含め相当な身

体能力や技術を持っている。NBA あるいは FIBA としてこのポテンシャルは見過ごすこ

とができない域に達しており、タレント発掘と育成の観点から現在のフォーマットで運

営している。私見だが、これだけタレントが豊富な地域であるため、中長期的に投資し

続ければ数十年後には NBA に匹敵する世界最高のリーグになる可能性ある。 

• 一方でアフリカは経済発展が未熟であることからマネタイズが難しい地域でもあり、こ

の点は NBA が主導となりビジネス計画を策定した。例えば BAL には多額の投資が集ま

っているが、その背景には歴代のアフリカにゆかりのある著名選手を巻き込み、“コミュ

ニティに還元する機会”として提供していることがある。単なる広告塔的な起用ではな

く、実際に投資も行っていることが特徴と言える。これは選手だけでなく、アフリカに

ゆかりのある著名人にも広げている。アフリカの経済を開発するという大義名分をアピ

ールすることで賛同を得ることに大きな障壁はなかった。もっとも、こうした関係者た

ちもアフリカ地域の経済成長性は理解しており、ビジネス的なリターンも投資に至った

理由には含まれていただろう。感覚としては、20～30 年前の中国市場に近い雰囲気・期

待がある。 
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（参考）B リーグに関するインタビュー結果 

NBA リーグ関係者へのインタビューにおいては、B リーグに関しての意見もあり、YouTube に

よる海外ファン向けの放映やリーグのエンタメ性等に対して好意的なコメントが挙げられた。 

 

【NBA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• B リーグは個人的にもビジネス上の接点があり現状を理解している。4 年前に初めてＢリ

ーグの試合をオンラインで視聴したが、大変感心した。まず、B リーグ Final を 1 試合丸

ごと YouTube で無料視聴することができたが、そのこと自体が海外におけるブランディ

ング・普及の初手として有効だと言える。 

• 競技レベルもそれなりに高く、複数の選手は世界レベルだと感じたが、これはユーロリ

ーグなどと比較し突出していない。個人的に B リーグで最も感心したのは、演出や雰囲

気等のエンタメ性。この観点では恐らく NBA に最も近いリーグだと思う。多くの人が

NBA をフォローする理由は、その試合内容や競技内容ではなくエンタメ性・雰囲気だと

考える。NBA のシーズンは長期にわたり試合数も多いため、シーズンを通してファンと

エンゲージすることは難しい。これはリーグも課題視しており、今シーズンからシーズ

ン中のカップ戦を始めた一つの理由でもある。こうした課題があるがゆえに、エンタメ

性や雰囲気を重視し突出したリーグになることを目指している。ユーロリーグにも熱狂

的なファンが存在し、特有の雰囲気はあるが NBA のそれとは異なる。 

• 近年の B リーグの発展は評価に値するものだと思う。サスティナブルなビジネスモデル

で再投資ができていると感じるし、前述の試合の雰囲気やファンの雰囲気も NBA に似て

いると感じる。 

• そのうえで、やるべきことがあるとすれば、まずはローカルで最高のリーグを目指すこ

と。国内でいえば NPB と J リーグを上回る存在になること、そして次にアジアで最高の

バスケットボールリーグになることである。最近締結されたオーストラリアの NBLA と

のパートナーシップは、こうした面からも良い施策だと考える。このような海外リーグ

との連携を通じ、ゆくゆくはＢリーグ主導でアジアスーパーリーグのようなものを目指

すべきだと考える。新リーグ構想も理にかなっているし、B リーグにはアジアのバスケッ

トボール市場をリードすることができると思う。 
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(3) MLS 

本項では、アメリカのプロサッカーリーグである MLS（Major League Soccer）の経営の特徴や注力

した施策を述べる。 

 

(i) MLS の経営の特徴193 

MLS は、1994 年アメリカワールドカップ開催の 2 年後の 1996 年に 10 クラブから成るリーグとして

創設された。1999 年、新コミッショナーとして NFL からドン・ガーバーが招聘され、以降、長期間に

わたり経営を担っている。 

MLS の前身のリーグである NASL194（北米サッカーリーグ）は、数多くの世界的な有名選手が存在し

ながら、経営基盤が脆弱であったことなどからリーグとして存続することが出来なかった。その教訓も

踏まえ、MLS ではリーグと所属クラブの経営が一体となり、クラブオーナーがリーグオーナーを兼務す

るシングル・エンティティの仕組みが採用されている。 

他の米国の主要リーグと同様に、昇降格の無いクローズドリーグを採用しており、レベニュー・シェ

アリングによるクラブ間の収益格差是正、ドラフト制・サラリーキャップ（選手の年俸に制限を設ける

給与統制）によるチーム戦力均衡等によって、クラブ間の競争を促進しリーグとしての発展を目指して

いる。この点は昇降格のあるオープンリーグ制を採用している欧州サッカーリーグとは対照的と言え

る。 

     

(ii) MLS の注力施策 

当初、2002 年までに２チームが経営不振でリーグから脱退するなど、観客動員数・視聴率も低迷し、

経営が困難な状況が続いたが、それ以降、中長期的な視点でリーグ経営に投資を行うようになった。具

体的には、先ず、マーケティングやチケットセールス、サッカー専用スタジアム設立等への投資を行い

経営基盤を安定させた後、スター選手を獲得できる制度改革（特別指定選手制度の採用）による人気獲

得や競技力向上の取り組みを行っている。 

MLS として様々な施策を実施しているが、その中から、①Soccer United Marketing （SUM）の設立

によるマーケティング強化、②サッカー専用のスタジアムの設立、③特別指定選手制度の採用、④チケ

ットセールス販売員の養成（MLS National Sales Center の設立）、⑤MLS デジタルの設立を取り上げ、

以下に記載する。（『MLS から学ぶスポーツマネジメント』 （中村武彦、2018 年）及び公開情報を基に

作成） 

  

 
193 『スポーツビジネス 最強の教科書』（平田竹男、2017 年）、『MLS から学ぶスポーツマネジメント』（中村武彦、2018 年）、「MLS as a Sports Product—The Prominence of 

the World's Game in the U.S.」（Stephen A. Greyser and Kenneth Cortsen）（https://www.hbs.edu/ris/Publication%20Files/21-111_283cd273-d740-4d7f-84b6-4e252fd8a0ab.pdf  

閲覧日 2024/3/19）を基に作成 

194 1967 年に開幕し、1984 年に閉幕 
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（マーチャンダイジング収益は 2007 年～2012 年の間で 231%の上昇）。 

• 以降、世界的なスター選手が次々に MLS に加入することによって、競技力向

上や新規ファン層の獲得に成功。スタジアム整備やチケットセールス機能の

向上も相まって、チケット収益が増加。MLS に投資を呼び込み、新規フラン

チャイズが増加していく契機となった。 

④チケットセールス

販売員の養成（MLS 

National Sales 

Center の設立） 

• MLS は米 4 大リーグ及び欧州サッカーリーグ程の放映権収益がなかったた

め、チケット収益の拡大に注力。 

• チケット収益の増加、また、中長期的にはそれに伴う放映権契約を目的と

し、2010 年、ミネソタ州ブレイン市に「MLS National Sales Center（NSC）」

と呼ばれるチケット販売要員専門学校を設立。 

• 2018 年時点では約 300 人の NSC 卒業生が MLS 各クラブに在籍しており、各

クラブのチケット収入の増加に貢献している。 

⑤MLS デジタルの

設立 

• 2010 年、MLS は、「MLS デジタル」を創設しデジタル戦略を強化。 

• 特に、若い世代（特に、MLS の創設期に生まれた、あるいは幼かった層であ

る 18~35 歳）を中心としたプロモーションを積極的に実施。結果、若年層の

ファンベースが多いスポーツリーグになることに成功。 

• リーグ・クラブ等のコンテンツホルダーでしかアクセスできない動画・記事

など、ファン目線でのオリジナルコンテンツの作成し、公式サイトや各種

SNS で積極的に配信。また、MLS ライブアプリの開発、配信などのモバイル

戦略にも注力。 

• MLS デジタルのスタッフには、若く、ファン目線のコンテンツを作れる人材

を積極的に登用。2010 年には 20 人だったフロントスタッフ数が、2018 年に

は 80 人に拡大。 

 

上記等の施策の結果として MLS の観客数は徐々に増加し、2015 年以降は平均入場者数が 2 万人を超

えている。また、それに伴いスポンサー収益や放映権収益の増加にも成功している。 

放映権収益については、2015～2022 年に ESPN、Fox Sports、Univision と 8 年契約で総額 720 ミ

リオンドル（年間 9000 万ドル）の契約締結した後、2023～2032 年にかけては Apple TV と総額 2.5 ビ

リオンドル（年間 2 億 5000 万ドル）の放映権契約を締結している197。スポンサー収益については、例

えば、アディダス社との 2018 年から 2024 年までのスポンサー契約は、6 年間で 7 億ドル（年間 1 億

1660 万ドル）となっている198。 

このようなリーグ収益の拡大に伴って新規フランチャイズも増加しており、設立当初 10 だったチーム

数は 2024 年 2 月現在で 29 チームとなっている。チーム数増加の要因としては、MLS が昇降格の無い

クローズドリーグであることや、MLS のチームが他の米主要リーグと比較して安価に買収できたため、

チームを保有することによりキャピタルゲインとして大きなリターンが見込めること等が推察される。 

 

 
197 「MLS, Apple Agree to 10-Year Broadcast Contract Beginning in 2023（Bleacher Report）」（https://bleacherreport.com/articles/10038693-mls-apple-agree-to-10-year-

broadcast-contract-beginning-in-2023 閲覧日 2024/03/15） 

198 「Major League Soccer, Adidas Agree To $700 Million Extension（Forbes）」（https://www.forbes.com/sites/chrissmith/2017/08/02/major-league-soccer-adidas-agree-to-700-

million-extension/?sh=5f213cb14d89 閲覧日 2024/03/15） 
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本調査では NBA リーグ関係者にヒアリングを行ったが、アメリカのリーグに見られるクラブ間の戦力

均衡策といったリーグがクラブをコントロールする仕組み、すなわち、リーグが各チームの過度な選手

への投資を抑制し、ブランディング・ビジネス面を重視させる仕組みの重要性が挙げられた。 

「リーグ全体の価値を高めることが最も重要であり、クラブもその成果が還元されることを理解して

いるため、協力する体制がある」という意見が挙がったが、まさに、シングルエンティティを採用して

いる MLS は、ビジネス面でクラブ同士が協働しリーグとしての発展を目指している事例と言える。 

 

【NBA リーグ関係者へのインタビュー結果】 

• クラブの経営では、リーグの役割も重要になる。クラブは有力な選手の獲得に大金を使

い、試合に勝つことに注力する傾向にある。これは自然な現象であるが、リーグとして

放置せずにコントロールすることが肝要。例えば NBA のニューヨーク・ニックスは過去

十年以上戦績が芳しくないものの、選手に過度の投資をしていない。一方で、チームの

ブランド力は世界のスポーツチームの中でも常に上位を維持している。もちろんニュー

ヨークという土地の優位性は無視できないが、これはリーグが各チームのブランディン

グ・ビジネス面を重視させていることの結果だと考えられる。 

• （米国の）リーグはクラブが破綻することを避けるため、様々な仕組みを持たせてお

り、例えばクラブ間の戦力均衡維持もその一つ。特定のチームが連覇するようでは、興

行の魅力が低減するうえに過度な選手獲得合戦が生まれるため、リーグとして仕組みを

導入しこうした状況を避けている。このようにクラブの経営といえども、リーグがそれ

を支える仕組みをつくり、ブランド構築や権利ビジネスで主導すること、それをクラブ

に還元することが重要だと考える。 

• （NBA では、ノウハウや成功事例をリーグが広げる施策はあるか。） 

ビジネスの成功事例や知見は他のチームにも周知するようにしており、リーグ内の特定

領域の委員会等がこうした役割を担っている。NBA ではクラブが競うのは試合のみで、

ビジネスでは協力する関係の構築を目指している。リーグ全体の価値を高めることが最

も重要であり、クラブもその成果が還元されることを理解しているため、協力する体制

がある。 
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• 2019FIFA 女子ワールドカップフランス大会でイングランド代表チームは 4 位 

• 2019 年 9 月、ストリーミングプラットフォームの「The FA Player」をローンチ 

2020-21 • コロナ禍により無観客試合となる 

• 2021 年からの 3 か年計画である THE FA WOMEN’S PROFESSIONAL GAME 

STRATEGY 2021-24 を策定 

2021-22 • スカイスポーツおよび BBC と 2021-22～2023-24 シーズンの 3 年間の放映権契約

を締結（推定年 800 万ポンド）204 

• 2021 年 12 月、Barclays との契約を更新。2022 年～25 年の 3 年間 3000 万ポンド

で更新205（3 年間 1000 万ポンドであった 2019 年の契約より 3 倍に拡大） 

2022-23 • 2022 年、イングランドで開催された欧州女子選手権でイングランド代表チームが

初優勝 

-決勝が行われたウェンブリースタジアムには８万７千人以上の観客を動員 

2023-24 • 2023FIFA 女子ワールドカップオーストラリア・ニュージーランド大会でイング

ランド代表チームは 3 位 

 

 「令和４年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業（スポーツ産業に関する諸外国の動向調

査事業）」（経済産業省）の報告書には、プレミアリーグ及び英国スタジアム・アリーナ関係者に対

し、近年の WSL を中心とした女子スポーツの市場拡大の背景についてヒアリングした結果が掲載

されている。 

 

当該ヒアリングによると、女子サッカーが発展した最も重要なターニングポイントとして、世界

的なジェンダー平等に関するムーブメントが挙げられている。ジェンダー平等に関する機運が高ま

ったことで、企業が男性スポーツのみを協賛することにレピュテーションリスクを感じるようにな

り、また、プレミアリーグの各クラブも女子チームを発足させたことでチーム数が増加したとのこ

とであった。 

一方、WSL の観客数が増加した背景としては、男子サッカーと比較して雰囲気が親しみやすく

安全でありチケットも安価なため、家族連れ、女性層を取り込めたことがその成功要因として挙げ

られている。チーム側でもチケット価格を低くしてスタジアムの集客率を高め、メディア露出を増

やす等の施策を行っているとのことだった。 

 

また、そのような中、クラブや企業が女子サッカーを収益ポテンシャルのあるコンテンツとみな

すようになったことが述べられている。 

クラブ観点では、女子チームを保有することによるチケット収益、クラブのユニフォーム等の物

販収益、放映権収益等による収益増加を期待しており、特に、放映権収益に関しては、女子サッカ

 
204 「https://www.sportspromedia.com/news/wsl-media-rights-broadcast-value-audience-viewership-sky-sports-bbc/ （SportsPro）」（https://www.sportspromedia.com/news/wsl-

media-rights-broadcast-value-audience-viewership-sky-sports-bbc/ 閲覧日 2024/03/15 ） 

205 「WSL: Barclays extends FA and Premier League partnership and will sponsor FA Women's Championship （sky sports）」

（https://www.skysports.com/football/news/28508/12496102/wsl-barclays-extends-fa-and-premier-league-partnership-and-will-sponsor-fa-womens-championship 閲覧日

2024/03/15） 
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ーの放映権料が男子サッカーから切り離されたこと、チケット収益に関しては、女子チームが男子

と同じスタジアムを使うようになったという近年の動向に対する言及もあった。 

また、企業においては、観客数増加や放映権契約の締結、SNS 施策等の影響で女子サッカーの露

出が飛躍的に伸びているため、ブランドイメージ向上への寄与などに鑑みて、女子サッカーを費用

対効果の高い投資対象して見なすようになっているとのことだった。 

 

プレミアリーグ関係者、英国スタジアム・アリーナ関係者へのヒアリング内容206 

• 英国では過去３年程度で女子スポーツ市場が大きく拡大しており、５年前には考えられ

なかったような盛り上がりを見せている。例えば国営放送の BBC でも女子サッカーが生

中継されているほどである。最も重要だったターニングポイントは、世界的な“平等”に関

するムーブメント であると考える。これまで男性スポーツをスポンサードしてきた企業

にとって、男性だけ支援することはレピュテーションリスクが大きい状況になった。 

• 社会的プレッシャーは間違いなく大きな要因である。プレミアリーグの各クラブが女子

チームを発足させたことも、そのような社会的背景があるだろう。その際、一部国営宝

くじから補助金が捻出されていたものと記憶している。 

• 女子サッカーの普及が成功した要因は安価で親しみやすいことだろう。家族連れにとっ

て、プレミアリーグの試合観戦は負担が大きく、熱狂的なファンも多いため危険を感じ

ることもある。女子サッカーの試合はチケットが安価でありながら同じような経験がで

きる。さらに、男性サッカーと比較しフレンドリーな空気感がある。最近では、女子児

童がサッカー選手のシャツを着たり、興味を示すことをよく目にするため時代の変化を

感じる。 

また、企業にとってもあらゆる平等性が求められている中、スポンサーをする機運が高

まっているだろう。 各チームも女子サッカーを収益ポテンシャルのあるコンテンツとし

てみなすようになっている。 

• 前職の民間企業では、スタジアムやクラブ等スポーツへのスポンサーシップを複数手が

けたが、その多くは長らく男性スポーツが対象であった。一方で、先述の外的要因に加

えて、顧客の大半が女性であることもあり、女子スポーツを支援することについて特段

異論はでなかった。また、男性スポーツと比較し、女子スポーツのスポンサー価格は安

価であり、同じようなランクのプロパティでも、男性だと 20M ポンド、女性だと 3M ポ

ンド程度と大きな差があった。ただし、女子スポーツの露出が飛躍的に伸びているこ

と、ブランドイメージ向上への寄与などを考えれば、女子スポーツの方が費用対効果は

高いと感じた。 

• クラブ・リーグの観点からすれば、女子スポーツの振興は単純に収益源が増えることで

あり、好ましいことである。チケット、クラブのユニフォーム、デジタルコンテンツ等

あらゆる側面で収益増加を期待できる。また、従来、女子サッカーは男子チームとは違

 
206 経済産業省「令和４年度商取引・サービス環境の適正化に係る事業（スポーツ産業に関する諸外国の動向調査事業）」の報告書の内容より抜粋 
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うスタジアムを使うことが多かったが、近年では同じスタジアムを使うことも増えてき

ている。スタジアムを運営するクラブの観点でも、女子サッカーの試合をメインスタジ

アムで開催できれば、その分稼働率が高まるため理想的である。コンサートの場合、一

概には言えないが、男性ロックバンド等は客の 7 割が男性であるのに対し、女性アーテ

ィストの場合は客の 7 割が女性である。従来、大型スタジアムで行われる試合の大半は

男性スポーツであり、その観客は男性が多かったが、女子スポーツの試合が増えればよ

り多くの女性客の来場を期待できる。 

• チーム側でもチケット価格を低くしてスタジアムの集客率を高め、メディア露出を増や

す等の施策を行った。また、女子サッカーの放映権が、男子サッカーと切り離されて販

売されるようになったことも大きな意味を持った。現在、その傾向はグローバルに見ら

れる。 

 

 

(ii) WSL の注力施策 

〇「THE GAME PLAN FOR GROWTH  

THE FA’S STRATEGY FOR WOMEN’S AND GIRLS’ FOOTBALL: 2017–2020 207」の策定 

WSL を運営するフットボールアソシエーション（The FA：イングランドサッカーを統括する競技連

盟）は、2017 年に 3 か年計画である「THE GAME PLAN FOR GROWTH  THE FA’S STRATEGY 

FOR WOMEN’S AND GIRLS’ FOOTBALL: 2017–2020」を発表している。 

その中では、大きな 3 つの目標208として、①DOUBLE PARTICIPATION（競技人口を二倍に増や

すこと）、②DOUBLE FANS（ファンを二倍に増やすこと）、③ CONSISTENT SUCCESS ON THE 

WORLD STAGE（世界の舞台で継続的に成功すること：全ての年代における競技力強化）といった、

競技普及、ファン獲得、競技力強化が掲げられている。また、それを達成するために設定された注力領

域においては、女子サッカーの競技普及や認知度向上に至るまで様々なテーマが掲げられており、幅広

い取り組みに注力していたことが推測される。 

 

〇「THE FA WOMEN’S PROFESSIONAL GAME STRATEGY 2021-24209」の策定 

その上で、The FA は 2021 年からの三か年計画である“THE FA WOMEN’S PROFESSIONAL 

GAME STRATEGY 2021-24”を策定している。その中では以下の三つの戦略を掲げており、競技力の

強化に加えて、観客・視聴者数の増加や商業収益の確保を目指している。 

 

 
207 「THE GAME PLAN FOR GROWTH  THE FA’S STRATEGY FOR WOMEN’S AND GIRLS’ FOOTBALL: 2017–2020」

（https://www.cygfl.com/documentcollective/4495792e133c1055834e5219c166bdf6.pdf  閲覧日 2024/03/15） 

208 以下の目標が記載 

①DOUBLE PARTICIPATION（競技人口を二倍に増やすこと：協会登録チームを 2016/17 シーズンの 6,000 チームから二倍に増加） 

②DOUBLE FANS（ファンを二倍に増やすこと：平均観客数を 1,047 人から 2,020 人に増加 等） 

③ CONSISTENT SUCCESS ON THE WORLD STAGE（世界の舞台で継続的に成功すること：全ての年代で世界のトップ 3 に入る、2023 年 FIFA ワールドカップで勝てる力をつ

ける） 

209 「NEW THREE-YEAR STRATEGY LAUNCHED FOR GROWING THE WOMEN'S PROFESSIONAL GAME IN ENGLAND（WSL Website）」

（https://www.thefa.com/news/2021/nov/09/womens-professional-game-strategy-2021-2024-20210911 閲覧日 2024/03/15） 
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以上述べてきたように、近年の WSL 発展の要因として、ジェンダー平等という社会的な機運の後押

しや、企業等が女子サッカーを収益機会と見なし投資するようになったことに加えて、リーグを運営す

る The FA として、積極的な露出拡大やブランディング（例：SNS や FA Players の活用、大きな国際大

会を利用したプロモーション 等）を行ったことが推察される。そして、それらに BBC・スカイスポー

ツでの放映や自国開催の UEFA 女子選手権大会の優勝という大きなきっかけが重なることで、2022-23

年シーズンの大幅な集客増に結び付いたものと思われる。 

また、その飛躍には、2017 年に策定した 3 か年計画やそれ以前からの The FA 主導の取り組みによっ

て、女子サッカーの普及や認知度向上、競技力向上が進んでいたことも重要であったと考えられる。 
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